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はじめに

建築の見積は、大きく建築工事と設備工事に分かれます。そして建築担当者と設備担当者とがそ
れぞれの区分を積算・見積を行い、まとめは建築担当者が行っているのが通常です。しかし、設備
工事の積算手法や見積内容は、建築工事と大きく異なり、それが一因となり、建築担当者の多くは、
設備工事の積算について、あまり理解できていないのが現状のようです。
一方近年、建築コスト面に占める設備工事の割合は、下表に示すとおりかなり大きくなってきて
おり、設備工事コストへの関心が高まってきています。

建設コストにおける設備工事比率の比較（事務所ビルの場合）

70.3

80.5

4.4

4.3 7.5

11.6

13.7

7.6
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空調衛生建築 電気

（積算専門委員会所属会社 9社の平均値）

そこで、この冊子は建築担当者に設備積算の基本を少しでも知っていただこうと、「設備積算が見
える解説書」として、わかりやすくまとめたものです。平成 20年 6月に発刊しました『建築屋さ
んのための設備入門』とあわせて、セットでご活用ください。
なお、この冊子は、設備担当者の教育用としても、十分に活用していただけるような内容にもなっ
ておりますので、建築担当者のみならず設備担当者にも幅広くご活用いただければと考えておりま
す。
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設備は電気設備・給排水設備・空調設備の三つに分類されます。

電 気 設 備
　　�　照明器具や電気を送るケーブル配線などの強電設備と、電話やインターホンといった弱電設
備などがあります。

給排水設備
　　�　人々が衛生的に生活を営むための設備で、トイレの便器や水栓といった衛生器具、水やお湯
を送るための設備や配管、使用した後の排水設備や配管などがあります。

空 調 設 備
　　�　新鮮な空気を届け、汚れた空気を排出する設備やダクト、冷暖房や換気設備、さらには火災
時の排煙設備などがあります。

	 建築くん	 電気くん	 衛生くん	 空調くん

	 	 	 	

それでは、私たちが各設備について解説しますので、
勉強しましょう。
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第1章 設備見積における基本的な考え方

設備見積の構成

設備の見積も、建築と同様に、電気・衛生・空調などの各設備別、同設備内工種別の積み上
げにより構成されています。しかし、建築の見積は材料費と工費を合わせた「複合単価」で計
上するのに対し、設備の見積は、通常材料費と工費を別に計上する「材工分離明細」により構
成されています。

各設備共通の見積に
おける基本的な考え
方です。

記号 名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備考

Ａ 共 通 仮 設 工 事 1.00 式 77,200,000

Ｂ 建 築 工 事 1.00 式 421,500,000

Ｃ 設 備 工 事 1.00 式 289,100,000

Ｄ 外 構 附 帯 工 事 1.00 式 12,400,000

Ｅ 諸 経 費 1.00 式 48,800,000

記号 名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備考

Ｃ 設 備 工 事

1 電 気 設 備 工 事 1.00 式 101,900,000

2 衛 生 設 備 工 事 1.00 式 90,700,000

3 空 調 設 備 工 事 1.00 式 82,500,000

4 昇 降 機 設 備 工 事 1.00 式 14,000,000

記号 名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備考

1 電 気 設 備 工 事

（1） 高 圧 受 電 設 備 工 事 1.00 式 2,563,000

（2） 高 圧 変 電 設 備 工 事 1.00 式 12,497,000

（3） 自 家 発 電 設 備 工 事 1.00 式 5,266,000

記号 名　　　称 摘　　　　要 数　量 単位 単　価 金　額 備考

（1） 高 圧 受 電 設 備 工 事

高圧気中負荷開閉器
（PAS）

方向性
VT,LA 付 7.2KV300A 重耐塩型 SUS

1.00 台 129,000 129,000

ＥＭ－ＩＥ電線 5.5SQ 316.00 ｍ 30 9,480

ＥＭ－ＩＥ電線 14SQ 55.00 ｍ 70 3,850 

Ｃ
の
内
訳

１
の
内
訳

⑴
の
内
訳
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設備見積におけるルール
設備工事明細は、A材、Ｂ材と呼ばれる２種類の材料費と、電工費、断熱費など一式物と呼
ばれる費用の３種類に分類して計上しています。
Ａ　材：照明器具・衛生器具・空調機などの機器機材のことをいいます。
　　　　�メーカー・代理店より定価・設計見積を徴収し、実勢価格を考慮した率により見積

金額を計上します。
Ｂ　材：電線・配管・ダクトなどの資材をいいます。
　　　　�刊行物の金額などであらかじめ決めた単価を見積金額に計上します。
� 一式物：電�工・ダクト工等各工事費・場内運搬費・塗装費、配管断熱費等を、種目ごとに集計

して計上します。

参考　電気明細

1 電灯コンセント設備工事

照明器具埋込パネル FHF
32Wx2 2.00 台 15,000 30,000

照明器具逆富士 FHF
32Wx2 2.00 台 10,000 20,000

器具支持材 1.00 式 1,200 1,200

ビニル電線 1.6㎜ 53.00 ｍ 15 795

ビニル電線 2.0㎜ 50.00 ｍ 21 1,050

ねじ無し電線管 19㎜ 47.00 ｍ 110 5,170

同上附属品 1.00 式 2,810 2,810

同上支持材 1.00 式 1,120 1,120

アウトレットボックス 四角中浅（浅 44）カバー付 12.00 個 151 1,812

スイッチ 新金属
プレート 1Px1 1.00 個 312 312

接地材料 1.00 式 960 960

消耗品雑材 1.00 式 1,253 971

電工費 1.00 式 96,000 96,000

運搬費 1.00 式 800 800

※上記単価および金額は実際とは異なります。

A 材

B 材

工　費

材料費

一式物
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設備図面の見方
図 面 構 成

設備図面も建築図と同様に、複数の設備が同一図面内に表現されています。一例としてあげ
ると、電気図面において照明設備、コンセント設備など、明細作成上別項目にするべき内容が
同一図面内に表現されています。積算に際しては各図面の中から該当する要素をそれぞれ区別
して読み取る必要があります。

一方で、専門業者による施工となる設備は、メーカー作成図面となっているケースが多くあ
ります。
専門業者の施工では、法的に施工者が限定されているものや、一般の職人では施工が難しい
もの、通例責任施工で一式発注となるものがあり、以下のようなものがあげられます。

電気設備工事
放送設備・監視カメラ設備・ナースコール設備等の弱電設備、自動火災報知設備・防排煙制
御設備等の防災設備、雷保護設備、駐車管制設備、電気時計設備、中央監視設備　等

給排水衛生設備工事
スプリンクラー設備・泡消火設備・不活性ガス消火設備等の消火設備、ガス設備、給湯
暖房（床暖房）設備、医療ガス設備、浄化槽設備、ろ過設備、自動散水設備、自動制御設備、
厨房設備　等

空調設備
自動制御設備　等 建築工事でも、ユニットバスや

植栽工事のような図面が別図に
なっているのと同じです。

図 面 の 種 類

設備工事のおもな図面の種類として、特記仕様書・機器リスト・系統図・配置図・平面図・
平面詳細図・器具姿図といったものがあります。

左図では
・外部からの電力引込工事
・盤間電源ケーブルの幹線工事
・動力盤から給水ポンプへの動力設備
・室内機 ･ 換気扇電源用のコンセント設備
と、４種類の項目が同一図面に記載されて
いますが、それらの項目はその機能により
別項目で集計するべきです。
建築の躯体工事と内装工事を項目分けする
ことと同様です。
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第1章 設備見積における基本的な考え方

●�特記仕様書：物件概要や工事概要のほか、工事全体に共通して関わる規定（採用する共通仕
様書、材料、塗装仕様、メーカー指定、別途工事項目等）を記載。以降に続く各図面内に記
載がない限り、この図面に書かれている規定を各設備に対して適用。
●�機器リスト：各機器・器具類の仕様・数量を記載。
●�系統図：各設備のつながりを立面的に記載。階高等の情報もこの図から読み取る。
●�配置図：建物外部の状態を記載。
●�平面図：建家内部の状態を記載。高さ方向の情報は基本的に記載されていないので、積算に
際しては系統図及び建築図から読み取る。器具設置高さについては特記仕様書・共通仕様書
から読み取る。
●�平面詳細図：平面図では表現できない部分を記載（厨房詳細図・便所詳細図等）。
●�器具姿図：各器具（おもに照明器具や各種弱電設備機器）の仕様を姿図によって視覚的に表現。

建築図面でたとえると
機器リスト・器具姿図は、内外仕上表・建具表
系統図は断面図
配置図は外構図   という関係になります。

設備数量積算方法
図 面 の 読 み 取 り

図面では各設備が同一図面上に記載されていることから、それぞれを区別して読み取る必要
があります。
さらに、設備図面の平面図はシンボル化されているため、それらが何を意味するか凡例等を
参照し判読し、立体的にどのようになっているかも読み取る必要があります。

空調室内機

天井扇用コンセント
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数 量 拾 い 出 し ・ 集 計

次に用途に応じて数量（ｍ・カ所数・個数・本数）を計測し、数量拾い出しを行います。
数量は平面図上で計測した長さに立ち上がり・立ち下がりの長さを加え算出します。

設備明細の作成
積 算 数 量 の 明 細 化

設備工事の見積書の多くは「材工分離明細」となっています。したがって、明細の形にする
には、実際に拾い出したもののほかに、細目を追加していく必要があります。（p7 の明細にお
いて、数量が一式で計上されている項目などがあります）
追加する細目としては、「付属品・支持材等、各品目に付随するもの」、「工費・労務費」、「塗装費・
土工費等、その他別途算出を行っているもの」などがあります。

一 式 計 上 の 細 目

追加していく細目は、おおむね「一式」として計上されていきます。
例として工費の考え方を説明しますと、次のようになります。

工費 ＝ 工数（その工事に必要とされる人工数）×単価（一般に職人の単価）

各部材ごとに「歩掛り」と呼ばれる単位数量当たりの施工に必要な職人の人数が設定されて
おり、それに部材数量を掛けることで各部材毎の工数を算出、集計をします。
この歩掛りについては、それまでの実績を元に各社で数値設定されています。また、主要な
ものは国土交通省監修の「公共建築工事積算基準」にも定義されています。

その他各細目についても、基本的に国土交通省監修の「公共建築工事積算基準」に定義され
ていますが、各社ごとで若干定義が異なったり、新たに定義付けをした細目を追加したりして
います。

一般的にケーブル・配管は、天井裏やピット部に敷設
します。
そのため、部屋内に設置する器具に接続するには、平
面図では読めない縦方向の材料が必要になります。

照明器具の歩掛りを 0.2 人工と仮に設定します。
これは、器具１台を取り付けるのに職人さんが 0.2 人必要という意
味ですが、言い換えると１人の職人さんで１日 5 台取り付けができ
るということになります。
そこで、100 台の照明器具を設置する現場を仮定しますと、
100 台× 0.2 人工 となり、1 日で終わらせるなら 20 人が必要に
なります。（実際の現場では、5 人で４日間等になるでしょうが）
職人さん１人呼ぶのに 2 万円としますと、20 人× 2 万円で 40 万
円が工費として、見積に計上されます。
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第1章 設備見積における基本的な考え方

各金額の算出
金額算出における値入れ作業は、材料によってその方法が異なります。

Ａ 材

Ａ材と呼ばれる機器・器具類は、物件ごとで必要となる容量や仕様が異なります。このため、
メーカー・代理店に対し図面を提示し、図面に記載されている仕様に合った見積を徴収します。
その金額に対し、実勢価格を考慮した率を掛けて算出します。

Ｂ 材

Ａ材が物件ごとに見積を徴収して値入れするのに対し、規格化されているＢ材はあらかじめ
単位数量あたりの単価を設定しておきます。ただし、その単価も実勢価格を考慮し、そのつど
更新を行います。

専 門 業 者 施 工 と な る 設 備

専門業者による施工となる設備については、当該業者に対し図面を提示して、材工一式で見
積徴収を行います。その金額に対し実勢価格を考慮したうえで、掛け率を掛けて算出します。

そ の 他

前述のもの以外に、塗装工事や掘削埋戻工事等は別途算出を行います。また、申請手続費の
ような法的な届けを行うのに要する費用や、各インフラ引き込みに関わる各種負担金類を費用
に含める場合は、諸官庁や公認業者にそのつど確認を行ったうえで、金額算出を行います。
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電

気

設

備

電気設備工事見積項目

見積書に記載されるおもな工事 見積書の内訳に記載されるおもな内容

引込設備工事 引込電柱から受変電設備までの配管配線および工費等

受変電設備工事 受変電設備（キュービクル・変圧器等）機器および工費等

発電機設備工事 発電機本体および搬入据え付け・調整費等

幹線設備工事 受変電設備から各盤までの配管配線および工費等

動力設備工事 動力盤から各負荷（空調室外機・シャッター等）までの盤・配管配線および工費等

電灯コンセント設備工事 分電盤から各照明器具・コンセントまでの盤・配管配線・配線器具および工費等

照明器具設備工事 照明器具および取付工費等

中央監視設備工事 中央監視機器・配管配線および工費等

電話・情報（LAN）設備工事 電話・情報機器・配管配線および工費等

テレビ共聴設備工事 テレビ共聴機器（アンテナ ･分配器 ･受口等）・配管配線および工費等

インターホン設備工事 インターホン機器・配管配線および工費等

ナースコール設備工事 ナースコール機器（ナースコールボード ･呼出釦等）・配管配線および工費等

トイレ呼出設備工事 トイレ呼出機器（表示器 ･呼出釦等）・配管配線および工費等

放送設備工事 放送機器（AMP･ スピーカー等）・配管配線および工費等

自火報・防排煙設備工事 自火報・防排煙機器（受信機 ･感知器 ･防火戸レリーズ等）・配管配線および工費等

電気時計設備工事 時計機器・配管配線および工費等

監視カメラ設備工事 監視カメラ機器（監視カメラ ･モニター等）・配管配線および工費等

入出退管理設備工事 入出退管理機器（非接触カードリーダー等）・配管配線および工費等

映像・音響設備工事 映像機器・音響機器・配管配線および工費等

非常灯・誘導灯設備工事 非常灯器具・誘導灯器具・配管配線および工費等

避雷針設備工事 避雷針機材および工費等

航空障害灯設備工事 航空障害灯器具および工費等

ヘリポート灯設備工事 ヘリポート灯器具および工費等

車路管制設備工事 車路管制機器・配管配線および工費等

 

1 項目の構成

上の表は一般的な例で、項目の分け方は各会社・設
計事務所・事業主によって違いがあります。

（例：分電盤・動力盤は幹線設備の項目に計上等）

第2章 電 気 設 備
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2 見積明細の構成

見積明細例

設備の明細は建築と違い、材工分離の構成のため、
電気設備の明細では電工費といった一式項目が発生
します。

記号 名　　　　称 摘　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　額 備考

1 電灯コンセント設備工事

照明器具埋込パネル
	 FHF
A	 32Wx2

2.00 台

照明器具逆富士
	 FHF
B	 32Wx2

2.00 台

照明器具ミラーブラケット
	 FL
C	 20Wx1

1.00 台

器具支持材 1.00 式

ビニル電線 	 1.6㎜ 53.00 ｍ

ビニル電線 	 2.0㎜ 50.00 ｍ

ビニル電線 	 5.5SQ 24.00 ｍ

ねじ無し電線管 	 19㎜ 47.00 ｍ

ねじ無し電線管 	 25㎜ 12.00 ｍ

同上附属品 1.00 式

同上支持材 1.00 式

アウトレットボックス 	 四角中浅（浅44）カバー付 12.00 個

スイッチ
新金属
プレート	 1Px1

1.00 個

スイッチ
新金属
プレート	 1Px2

1.00 個

コンセント
新金属
プレート	 2P15Ax2

4.00 個

フロアコンセント 2コ用	 2P15Ax2 4.00 個

接地材料 1.00 式

消耗品雑材 1.00 式

電工費 1.00 式

運搬費 1.00 式

現場雑費 1.00 式

1　　　　　　　　　　　計

A 材

材料費を計上
B 材

一式物・工費を計上

内容の詳細は、
p32「一式計上の細目」参照
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各工事項目におけるＡ材・Ｂ材の区分

見積書に記載されているおもな工事 A材 Ｂ材

引込設備工事 気中開閉器 電線・ケーブル・電線管

受変電設備工事 キュービクル ･変圧器 電線・ケーブル・電線管

発電機設備工事 発電機 （該当なし）

幹線設備工事 （該当なし） 電線・ケーブル・電線管・ラック

動力設備工事 動力盤・警報盤 電線・ケーブル・電線管

電灯コンセント設備工事 分電盤 電線・ケーブル・電線管・配線器具

照明器具設備工事 照明器具 （該当なし）

中央監視設備工事 中央監視機器、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

電話・情報（LAN）設備工事 電話 ･情報機器、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

テレビ共聴設備工事 機器（アンテナ ･分配器 ･受口等）、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

インターホン設備工事 機器、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

ナースコール設備工事 機器（ナースコールボード ･呼出釦等）、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

トイレ呼出設備工事 機器（表示器 ･呼出釦等）、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

放送設備工事 機器（AMP･ スピーカー等）、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

自火報・防排煙設備工事
機器（受信機 ･感知器 ･防火戸レリーズ等）、
取付調整費

電線・ケーブル・電線管

電気時計設備工事 機器、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

監視カメラ設備工事 機器（監視カメラ ･モニター等）、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

入出退管理設備工事 機器（非接触カードリーダー等）、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

映像・音響設備工事 映像・音響機器、取付調整費 電線・ケーブル・電線管

非常灯・誘導灯設備工事 非常灯・誘導灯器具 電線・ケーブル・電線管

避雷針設備工事 避雷針機材、取付費、試験費 電線・ケーブル・電線管

航空障害灯設備工事 航空障害灯器具 電線・ケーブル・電線管

ヘリポート灯設備工事 ヘリポート灯器具 電線・ケーブル・電線管

車路管制設備工事 車路管制機器、機器取付調整費 電線・ケーブル・電線管

 

3 見積におけるルール

電気設備は、近年新たな項目が増えてきています。
（情報・入出退管理・映像音響等）
これらの項目は 20 ～ 30 年前にはなく、近年の設備工事
坪単価上昇の一因になっています。
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4 図面の見方

⑴　図面構成

トスリ盤力動・灯電備設力動・線幹

単線結線図

様仕・図形外器機備設機電発

電気設備図 特記仕様書

強電設備 受変電設備

配置図
平面図

系統図

平面図

平面図

電灯コンセント設備 照明器具姿図
平面図
平面詳細図

トスリ盤視監備設視監央中
系統図
平面図

弱電設備 電話・情報・テレビ共聴設備 機器仕様図

系統図

系統図
平面図

図様仕器機備設ンホータンイ
系統図

ナースコール・トイレ呼出設備 機器仕様図
系統図
平面図

図様仕器機備設送放
系統図
平面図

電気時計・監視カメラ設備 機器仕様図

系統図
平面図

図様仕器機備設理管退出入
系統図
平面図

平面図

図様仕器機備設針雷避
立面図
平面図

航空障害灯・ヘリポート灯設備 機器仕様図
立面図

自火報・防排煙設備 機器仕様図
系統図
平面図

図様仕器機備設響音・像映

法的必要設備

図様仕器機備設制管路車
系統図
平面図
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特 記 仕 様 書 例
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盤リストは、各分電盤の内容（主幹ブレーカーや分岐ブレーカーの仕様 ･ 数量、接続される負荷
の種類 ･ 容量、函体仕様等）がリスト型式で表現されています。

盤 リ ス ト 例

物件によって盤面数は何十面という数になります。よって分かりやす
くするため、一定の規則で記号を振っていくことが通例です。
　例  （盤種類の略称）（階）ー（番目の盤）
L1-1 は 1 階 1 つ目の分電盤、L6-3 は 6 階 3 つ目の分電盤となります。
また、盤種類では、分電盤は L（Lighting）、動力盤は M（Motor）や
P（Power）、弱電端子盤は T（Terminal）と略されることが多いよう
です。

分電盤 L1-1 として、この記
号が平面図にも付記されてい
ます。
建築図における建具表とキー
プラン図の関係と同じです。
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系統図には、各設備における全体の配線のつながりが示されています。設備では、通常複数階に
またがって配線がつながっており、非常に複雑となる場合があります。その状態を示しているのが
この図面です。

系 統 図 例

上左図（幹線系統図）では各機器間のつながりを把握するほか、複数階にわたるラックや
ケーブルｍ数を拾う際の、高さ方向の寸法を読み取ります。
また上右図（幹線ブロック図）では、キュービクル・各盤間のケーブルサイズを読み取り
ます。
例として、幹線番号 1L1 は共用部分では CVT150sq を布設し分岐後、L1-1、L2-1 へ
CVT60sq を送っています。また、L2-1 からコンセント盤へ CVT22sq を送っています。
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配置図は、建物外部における設備が明示されています。敷地内の外灯設備などのほか、各インフ
ラ（電源引き込み・弱電引き込み）の引き込みがこの図面に記されています。

配 置 図 例

上図は、配置図 (1 階平面図 ) に記載されている高圧引き込み管路です。
また、下図は系統図に記載されている高圧引き込み管路です。
この２つは同じ物であり、この２図面を使って縦横の数量と管サイズ
を拾います。
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平面図は、各設備の機器配置や配管配線のつながりやルート、サイズが記されています。

平 面 図 例

この図面では、前出の系統図・ブロック図が平面的に表現されています。
（青マーキング部は同じものを示しています）
また、室内機の位置とケーブル渡りが記載されています。

幹線系統図

幹線ブロック
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器具姿図には、照明器具や弱電器具の仕様・形状が分かる図が表現されています。

照 明 器 具 姿 図 例

弱 電 器 具 姿 図 例

このように、配線ルートやサイズと、材料および塗装、高さ方向の情報等はそれぞれ別の図面に
記されています。したがって数量積算に際しては複数の図面を総合的に見て行う必要があります。

 



22

電

気

設

備

⑵　凡例説明および各種情報の表現方法

電 気 設 備 図 に お け る 凡 例
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電気設備図面における表現についてのおもな特徴

電気図面の特徴として、上記図面丸印のように配線が盤へつながる部分は省略されていることが
あげられます。これは、盤の周辺に配線が集中しているので、すべて線をつなげてしまうと線が重
なり合って非常に見難くなってしまうためです。配線が省略されてはいるものの、その矢印の先に
ある盤までつながっていることを理解する必要があります。

分 電 盤照明器具
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また、配線が同一階で上がり下がりする場合は、通常そのことが表現されていません。たとえば、
照明器具とスイッチを結んでいる配線は、実際はスイッチへ接続する際に天井から立ち下がってき
ますが、図面上は水平に線がつながっているかのように表現されています。

 

建築の天井伏図とも関わりのある照明器具については、照明器具姿図において各器具に付与され
ている記号が平面図上でも対応しています。器具の種類や台数は部屋ごとに表のような形で表現さ
れています。

照明器具

スイッチ

照明器具

スイッチ

分 電 盤
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図 面 の 読 み 取 り

下図の平面図上で工事項目の種別の違いを読み取ります。
この図面では、電灯設備とコンセント設備が同一図面上に記載されています。

さらに、立ち上がり・立ち下がりも考慮し、下図のように立体的にどのようになっているのかも
読み取る必要があります。

5 数量積算方法

この図面では、実線は天井裏配
線、点線は床下配線を示してい
ます。
凡例で明記されていれば問題な
いのですが、ない場合は、該当
設備から内容（この場合は配線
ルート）を推測しなければなり
ません。
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 設備図面の平面図はシンボル化されているため、それらが何を意味するか凡例等を参照し読み取
ります。

・ 外径19mmのねじなし電線管に1.6mmのIV電線を2本

・ 外径19mmのねじなし電線管に1.6mmのIV電線を３本

・ 外径19mmのねじなし電線管に2.0mmのIV電線を2本

・ 外径25mmのねじなし電線管に5.5mm2のIV電線を2本

1.6（19）

1.6（19）

2.0（19）

5.5（25）

 

一般に電線サイズ ( 太さ ) を表すとき、単線では直径（㎜）、より
線では断面積 ( 平方ミリメートル、略して sq）で表現されます。
また、電線管は外径 (㎜ ) 表記が一般的ですが、管の肉厚の大きい
厚鋼電線管は内径 (㎜ ) 表記となっています。

IV 電線（Indoor PVC 電線：屋内用ビニル絶縁電線）のように、電線・
ケーブルは絶縁素材としてビニルを被覆していますが、最近では
環境に配慮したエコ電線・エコケーブルが出てきています。（略称
としては IE 電線のように V → E が一般的）
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数 量 拾 い 出 し ・ 集 計

次に用途に応じて長さを計測し、数量拾い出しを行います。
数量は、平面図上で器具中心間を三角スケールもしくはキルビメーターで計測した長さに立ち上

がり・立ち下がりの長さを加え算出しています。
（参考として透視図にも記載していますが、実際の作業では平面図のみです）
 

電灯設備拾い出し（平面図・透視図）
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コンセント設備拾い出し（平面図・透視図）

拾い出した数量を表に記入して集計します。
拾い出し表では回路ごとに数量を拾い出しますが、最終的には電線ケーブル種類ごとに集計を行

います。
例をあげると、IV1.6×2 E（19）の配線は 1.6㎜ IV 電線が 2 本、19㎜の電線管が 1 本を表記して

います。
よって、IV1.6×2 E（19）の配線が 12.7m あるこの図面は、
　IV1.6㎜	 ：12.7m x 2 本   計  25.4m
　電線管 19㎜	 ：12.7m ｘ１本   計  12.7m     を表現しています。
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電灯コンセント集計表　№１
名　　称 摘　　要 数　　　量　　（m）

① ② ③ 小計
電灯回路 平面 立上り・下り 平面 立上り・下り 平面 立上り・下り

　1.6（19） 1.6 × 2, E（19） 12 0.7 12.7
　1.6（19） 1.6 × 3, E（19） 6 1.3 7.3
　2.0（19） 2.0 × 2, E（19） 2 1.2 3.2

コンセント回路
　2.0（19） 2.0 × 2, E（19） 10 0.6 8 0.6 19.2
　5.5（19） 5.5 × 2, E（25） 1.5 1 7 1.3 10.8

集　計
補正×
1.1

IV 電線 1.6 1.6 × 2 12.7 × 2＝ 25.4

6
7
8 47.3 53

1.6 × 3 7.3 × 3＝ 21.9

2.0 2.0 × 2 3.2 ＋
19.2 × 2＝ 44.8 50

5.5 5.5 × 2 10.8 × 2＝ 21.6 24

ねじなし管　
E19 12.7 ＋ 7.3 ＋ 3.2 ＋ 19.2 ＝ 42.4 47

E25 10.8 12
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 集計の最後で、電線ケーブル・配管等の長物については拾った数量に対して「補給率」を掛けます。
これは、施工に際して発生する切りしろ等、無駄になる分を考慮した率であり、必要なものです。（「補
給率」は建築積算でいう「ロス率」と同義です）

 

また、配管・ケーブルラック等の鋼材について、配管 3.66 ｍ・ケーブルラック 3 ｍ等、定尺の
ｍ数があるため、切断加工により半端な部材が発生します。これらを考慮し、長物に関しては図面
積算数量に対して、補給率を掛ける必要があります。

電灯コンセント集計表　№２

また、同様に照明器具・スイッチ・コンセントといった個数物の拾い出しを行います。

ケーブルの場合、各器具位置でケーブル切断 ･ 折曲 ･
結線等の加工作業が発生し、作業利便上ある程度の余
裕が必要不可欠となります。

補給率は、幹線のような比較的太く系統や敷設ルートがはっきり
しているものは 5%程、盤の二次側や弱電ケーブルのように取り
回し（ケーブル敷設 ･ 切断 ･ 折曲 ･ 結線等の加工作業）が多いも
のは 10%程と、対象に応じて数値を修正していきますが、それ
らは各社が独自の基準を持っていることが多いようです。

名　　称 摘　　要 数　　　量　　（m）

① ② ③ 計

照明器具

　Ａ　 2 2

　Ｂ　 2 2

B 　Ｃ　 1 1

配線器具

スイッチ1P× 1 1 1

1P× 2 1 1

コンセント2P15A× 2 2 2 4

フロアコンセント 2 2 4

アウトレットBOX 4 4 4 12
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⑴　積算数量の明細化
拾い出した電灯コンセントを明細化すると次のようになります。

数量を拾った物のみ入力  

追加していく細目の数量・金額は、おおむね「一式」として計上されていきます。

細目追加  
 

6 明細の作成

記号 名　　　　称 摘　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　額 備考
1 電灯コンセント設備工事

照明器具埋込パネル 	 FHF
A	 32Wx2 2.00 台

照明器具逆富士 	 FHF
B	 32Wx2 2.00 台

照明器具ミラーブラケット 	 FL
C	 20Wx1 1.00 台

ビニル電線 	 1.6㎜ 53.00 ｍ
ビニル電線 	 2.0㎜ 50.00 ｍ
ビニル電線 	 5.5SQ 24.00 ｍ
ねじ無し電線管 	 19㎜ 47.00 ｍ
ねじ無し電線管 	 25㎜ 12.00 ｍ
アウトレットボックス 	 四角中浅（浅44）カバー付 12.00 個

スイッチ 新金属
プレート	 1Px1 1.00 個

スイッチ 新金属
プレート	 1Px2 1.00 個

コンセント 新金属
プレート	 2P15Ax2 4.00 個

フロアコンセント 2コ用	 2P15Ax2 4.00 個
	 	 	

記号 名　　　　称 摘　　　　　要 数　量 単位 単　　価 金　　額 備考
1 電灯コンセント設備工事

照明器具埋込パネル 	 FHF
A	 32Wx2 2.00 台

照明器具逆富士 	 FHF
B	 32Wx2 2.00 台

照明器具ミラーブラケット 	 FL
C	 20Wx1 1.00 台

器具支持材 1.00 式
ビニル電線 	 1.6㎜ 53.00 ｍ
ビニル電線 	 2.0㎜ 50.00 ｍ
ビニル電線 	 5.5SQ 24.00 ｍ
ねじ無し電線管 	 19㎜ 47.00 ｍ
ねじ無し電線管 	 25㎜ 12.00 ｍ
同上附属品 1.00 式
同上支持材 1.00 式
アウトレットボックス 	 四角中浅（浅44）カバー付 12.00 個

スイッチ 新金属
プレート	 1Px1 1.00 個

スイッチ 新金属
プレート	 1Px2 1.00 個

コンセント 新金属
プレート	 2P15Ax2 4.00 個

フロアコンセント 2コ用	 2P15Ax2 4.00 個
接地材料 1.00 式
消耗品雑材 1.00 式
電工費 1.00 式
運搬費 1.00 式
現場雑費 1.00 式

各細目を追加

各細目を追加

各細目を追加
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⑵　一式計上の細目
一例として電工費の考え方は以下になります。

工費の考え方

この歩掛りについては、それまでの実績を元に各社で数値設定されていたり、主要なものは国土
交通省監修の「公共建築工事積算基準」にも定義されています。 

記号 名　　　　称 摘　　　　　要 員　数 単位 単　　価 歩　掛　り 工数

1 電灯コンセント設備工事

照明器具埋込パネル
	 FHF
A	 32Wx2

2.00 台 0.200 0.400

照明器具逆富士
	 FHF
B	 32Wx2

2.00 台 0.120 0.240

照明器具ミラーブラケット
	 FL
C	 20Wx1

1.00 台 0.120 0.120

器具支持材 1.00 式 -

ビニル電線 	 1.6㎜ 53.00 ｍ 0.004 0.212

ビニル電線 	 2.0㎜ 50.00 ｍ 0.004 0.200

ビニル電線 	 5.5SQ 24.00 ｍ 0.005 0.120

ねじ無し電線管 	 19㎜ 47.00 ｍ 0.026 1.222

ねじ無し電線管 	 25㎜ 12.00 ｍ 0.030 0.360

同上附属品 1.00 式 -

同上支持材 1.00 式 -

アウトレットボックス 	 四角中浅（浅44）カバー付 12.00 個 0.060 0.720

スイッチ
新金属
プレート	 1Px1

1.00 個 0.040 0.040

スイッチ
新金属
プレート	 1Px2

1.00 個 0.055 0.055

コンセント
新金属
プレート	 2P15Ax2

4.00 個 0.055 0.220

フロアコンセント 2コ用	 2P15Ax2 4.00 個 0.040 0.160

接地材料 1.00 式

消耗品雑材 1.00 式

電工費 1.00 式 合計工数 4,069

運搬費 1.00 式

現場雑費 1.00 式

1　　　　　　　　　　計

	 	 	

その物を単位数量当り
施工する際に掛かる人工

歩掛り×数量で算出

この値に単位を掛けて
工費を算出
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「公共建築工事積算基準」における歩掛り数値例（600V 架橋ポリエチレンケーブル）

　出典：（財）建築コスト管理システム研究所
　　　　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事積算基準　平成 15 年版

その他各細目についても、基本的に国土交通省監修の「公共建築工事積算基準」に定義されてい
ますが、各社ごとで若干定義が異なったり、新たに定義付けをした細目を追加したりしています。
 

ここでは、細かな取
り 回 し が 多 く な る
14mm2 以 下 を 1.1
倍、それ以上を 1.05
倍としています。

600V ケ ー ブ ル の 14mm2 
3 芯 は こ の 歩 掛 表 で は、
0.037 となります。

補給率
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一式計上細目における、各社独自に定義付けされた項目
　 細　　目 定　　　　　　　　　　　　義 算　出　方　法

① 付 属 品 配管・ラック同士の接合に使う継ぎ手の費用 直管材料費×％

② 支 持 材
配管・ラック敷設時に使用する支持金物の費用
照明器具・盤設置時に使用する支持金物の費用

直管材料費×％

③ 接地材料　 金属製ボックス等設置時に必要となるアース用材料費
盤・金属製ボックス
個数×単価

④ 消耗品雑材 積算基準では接合材等に含まれているとされる雑材や工具の消耗品を分離して計上 材料費×％

⑤ 運 搬 費 各機器・材料について車上渡し以降の場内小運搬費 材料費×％

上記表中の算出方法におけるパーセンテージについても、各部材ごと・施工区分ごとで数値がお
おむね決められています。

たとえば配管付属品の継ぎ手率の場合、配管の材質によって率が変わります。
 

施工区分 状態
継　ぎ　手　率

樹脂管 鋼　管

屋 内 一 般 標準 25% 50%

機 械 室・ 屋 外 配管の振り回しが多く、継ぎ手数が多くなる - 50%

地 中 直線で通す部分が多く、継ぎ手数が少なくなる 10% 50%

配管付属品金額＝樹脂管材料費×％率＋鋼管材料費×％率

　　　　　　　　　　　　　　　　

配 管 付 属 品  参 考 写 真

鋼管用カップリング      鋼管用コネクタ

樹脂管用カップリング    樹脂管用コネクタ
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①　Ａ材（機器・器具類）

Ａ 材 参 考 図 ： 照 明 器 具 姿 図

メ ー カ ー 見 積 例

7 各金額の算出

Ａ材については、これら図面をメーカー・代理店に
提示し、見積を徴収します。その金額に実勢価格を
考慮した率を掛けて算出します。

　　　　　　　　　　御中
件名　　　　　　　　　　

単価見積	 ※本金額は税抜き価格です

商会記号 品名・品番 数　量 単　価 金　　額

A321H 埋込下面開放 FHF32W x 1　Cチャンネル回避型 1 24,000 24,000

A321 埋込下面開放 FHF32W x 1 1 21,000 21,000

F322H 埋込下面パネル FHF32W x 2　Cチャンネル回避型 1 42,000 42,000

F321H 埋込下面パネル FHF32W x 1　Cチャンネル回避型 1 40,700 40,700

V321 逆富士型 FHF32W x 1 1 12,800 12,800

T321 トラフ型 FHF32W x 1 1 12,200 12,200

T321WS トラフ型 FHF32W x 1　防湿 ･防雨型ステンレス 1 40,000 40,000

T201 トラフ型 FL20W x 1 1 5,500 5,500

B541 ウォールライト FHF54W x 1 1 52,000 52,000

WA201 ミラー灯 FL20W x 1 1 25,400 25,400

※上記単価および金額は実際とは異なります。
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②　Ｂ材（ケーブル・配管・ラック・配線器具等）

Ｂ 材 単 価 例

出典：（財）建設物価調査会　建設物価 2009 年 9 月号　　　　

Ｂ材については上記のような刊行物を参考に、単価
を決めて値入れします。
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③　専門業者施工となる設備

放送設備・監視カメラ設備・ナースコール設備等の弱電設備、自動火災報知設備・防排煙制御設
備等の防災設備、避雷針設備、駐車管制設備、電気時計設備、中央監視設備等

専門業者の施工となる設備の見積は、配管配線工事を除いた機器と機器の取付調整費という構成
が一般的です。

 
参考明細：放送設備

品　名　・　品　番 数　量 単　価 金　　額

1 非常・業務放送兼用ラック型
120W・30局＋一斉
プログラムタイマー、デジタルアナウンスマシン、CD-BGM

1架 4,420,000 4,420,000

2 天井埋込型スピーカー アッテネーター付 80台 13,700 1,096,000

3 壁掛型スピーカー アッテネーター付 3台 9,000 27,000

4 ホーン型スピーカー 防水型 5台 14,200 71,000

【機器計】 5,614,000

5 取付工事費 1式 1,800,000 1,800,000

6 調整費 1式 600,000 600,000

7 雑材費 1式 180,000 180,000

8 消防検査立会費 1式 300,000 300,000

9 諸経費 1式 600,000 600,000

【費用計】 3,480,000

配管配線工事は含みません 

【合　計】 9,094,000 

※上記単価および金額は実際とは異なります。

④　その他

　　塗装工事や掘削埋戻工事
　　受変電・発電機等大型機器の重量運搬・搬入据付費
　　申請手続きのように法的な届けが必要な場合の費用

 

見積範囲から外れることが多いですが、電気設備工事では次のような
費用を含めることもあります。
　・インフラ引き込みに関わる各種引き込み負担金（電力・電話）
　・電波障害調査費・対策費
　・CATV 引き込み負担金・加入金
　・有線放送引き込み負担金・加入金
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各積算数量に一式項目の追加、金額の値入を行うことにより、p25 参考図の明細は以下のように
なります。

品　名　・　品　番 数　量 単　価 金　　額

1 電灯コンセント設備工事

照明器具埋込パネル
	 FHF
A	 32W x 2

2.00 台 15,000 30,000

照明器具逆富士
	 FHF　
B	 32W x 2 

2.00 台 10,000 20,000

照明器具ミラーブラケット
	 FL　
C	 20W x 1

1.00 台 8,000

器具支持材 1.00 式 1,500

ビニル電線 	 1.6mm 53.00 ｍ 15 795

ビニル電線 	 2.0mm 50.00 ｍ 21 1,050

ビニル電線 	 5.5SQ 24.00 ｍ 40 960

ねじ無し電線管 	 19mm 47.00 ｍ 110 5,170

ねじ無し電線管 	 25mm 12.00 ｍ 156 1,872

同上附属品 1.00 式 3,520

同上支持材 1.00 式 1,410

アウトレットボックス 	 四角中浅（浅44）　カバー付 12.00 個 151 1,812

スイッチ
新金属
プレート	 1Px1

1.00 個 312

スイッチ
新金属
プレート	 1Px2

1.00 個 426

コンセント
新金属
プレート	 2P15Ax2

4.00 個 372 1,488

フロアコンセント 2コ用	 2P15Ax2 4.00 個 3,918 15,672

接地材料 1.00 式 960

消耗品雑材 1.00 式 1,253

電工費 1.00 式 121,000

運搬費 1.00 式 800

現場雑費 1.00 式 11,000

　1　　　　　　　　　　　　　計 229,000

※上記単価および金額は実際とは異なります。
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概 算 見 積 を 行 う 手 順

類似物件を探す
建物用途、建物規模、施主の条件があう過去の精算見積物件を探し、物価変動を考慮し、単価を

利用する。

該当設備の把握
建物規模や建築基準法、消防法を考慮し必要な設備を把握する。
特殊設備の有無、空調衛生設備のシステム等の確認を行う。

算出方法の決定
設備項目ごとに金額算出方法を決定する。

　（ア）　㎡・坪単価によるスライド
　　　　電灯コンセント、照明、自火報等該当エリアに、まんべんなく設置されるもの。
　　　　例　1,000㎡の精算見積した類似物件で自火報設備が 100 万円の場合、 
　　　　　　￥1,000,000 ／ 1,000㎡ = ＠ 1,000 ／㎡	
　　　　　　これを 5,000㎡の概算物件に当てはめると
　　　　　　@1,000 ／㎡ ｘ 5,000㎡ =  5,000,000  となる。

　（イ）　設備的な容量によるスライド
　　　�　受変電設備・発電機等機器の負荷容量（kVA 等）が分かるものは、その数値にて金額を算

出する。負荷容量の決定も面積と連動するが、用途エリア（メインとバックヤード・駐車場
では必要な㎡当たりの負荷容量が違う）・設備システム（空調のＥＨＰ・ＧＨＰ等の違い）に
より変動があるため、単純な坪単価では算出しにくい。

　　　�（建築工事に例えるなら、店舗物件において店舗部と駐車場部では内装仕上げ単価が違うため、
全体の坪単価では算出できない、店舗・駐車場の比率が違う物件には単純な坪単価参照はで
きないということ）

　（ウ）　数量的なスライド
　　　�　監視カメラ・入出退管理等は必要なエリアより個数を算出し、個数当たりで金額を算出する。

（貸テナント物件を例にとると、監視カメラは 1 階のみ設置または全階 EV ホール設置、入出
退管理は共用部のみまたはテナント出入り口すべてなど、施主要望によって設置台数がさま
ざまなため）

　（エ）　その他積上げが必要なもの
　　　�　インフラ（敷地形状等によりケーブル m 数を算出）・外灯（台数を想定・埋設距離等を算出）・

高圧幹線（特別高圧受変電設備・サブ変電設備の位置関係によりケーブル m 数を算出）等、
建物面積と無関係なものがあげられる。

8 概算見積の考え方
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以下、事務所ビルを例にとって、電気の概算算出の方法・注意点を記載します。

電気設備工事  概算の考え方 【例：事務所ビル】
項　　目 工　事　概　要 類似物件参照単位 コ　メ　ン　ト 必要な資料・根拠

引 込 設 備 引込方式 : 地中・架空
引込距離 :	 m

¥/m 数量積み上げ
m当たり単価
スライド

数量積み上げ要
引き込みルートを想定してm数積上

※
引込系統数、H.H. の個数は随時考慮
開閉器が自立型の場合は、金額上昇
また、容量による引き込みケーブルサイ
ズの考慮も必要

付近見取図・全体配置図

引き込み可能な道路と新設
建屋間の距離関係

受 変 電 設 備 受変電方式 : オ
トランス種別 :
油入・モールド・乾式
トランス容量 :
	 単相、三相

¥/kVA
VA/㎡

積み上げ
kVA当たり単価
スライド

容量的な積み上げが望ましい
電気容量は建物㎡当たりに比例するが消
防設備・特殊設備の有無の把握が必要

※
各トランス台数、Q.B. 面数を考慮
コンデンサの個数、高圧分岐、非常用を
考慮して盤面数を増やす
kVAのみで考慮した場合、病院等の専
用バンクがある物件で足りなくなる

重量運搬費・申請費等を追加
消防認定・耐塩塗装等の仕様の場合はそ
れぞれ2割ほどアップ

建築設備図全般
衛生空調設備の考え方

建物規模による消防設備の有無
特殊設備の有無
空調方式（EHP or GHP）

発 電 機 設 備 発電機種別 :
ディーゼル・ガスタービン
発電機容量 :	 kVA

¥/kVA
VA/㎡

原単位当たり単価
スライド

メーカー見積徴
収もしくは類似
物件より

必要負荷より容量を想定
非常電源が必要な設備により容量が決ま
るため、坪単価スライドは難しい

※
容量・騒音値により原単位が大きく違う
　75dB47kVAでの kVA単価 :
　　　極めて高い
　105dB350kVAでの kVA単価 :
　　　安い

同スペックの資料を探すか、メーカー見
積徴収
別置きタンク等がある場合は油送管のm
数を考慮してメーカー見積

上記に重量運搬費をプラス

防災設備の考え方
非常電源の考え方

施主・設計事務所の方針が影
響するので、容量を指定させ
るのが無難

幹 線 設 備 仕様 :
負荷容量 :

¥/kVA
VA/㎡

kVA当たり単価
スライド

類似物件で kVA当たりの金額スライド

※
ケーブルサイズ想定による積み上げが望
ましい
特に幹線・ラックの系統数を考慮

1フロア複数テナントの場合
縦系統等が通常より増える

電 灯 コ ン セ
ン ト 設 備

仕様 :
負荷容量 :

¥/㎡ 類似物件より
原単位スライド

類似物件の㎡当たりスライド
建物グレードによって金額考慮

照明器具取付 主器具・照度 :

外灯の場合
ポール灯 :	 基
庭園灯 :	 台

¥/㎡

¥/ 台
¥/m

類似物件より
原単位スライド

積み上げ

※
時間があれば照度計算して積み上げたい

大部屋・基準階で台数を想定
器具を決定して当たりをつける
器具のグレードに注意（調光・センサー等）

LED等の特殊照明はその都度計上

配置図により必要台数想定
埋設配管配線を積み上げる

特殊照明の有無

配置図
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項　　目 工　事　概　要 類似物件参照単位 コ　メ　ン　ト 必要な資料・根拠

中央監視設備 ¥/点
点 /㎡

類似物件より
原単位スライド

類似物件より㎡値の点数スライド
中央監視システムによって点当たりの単
価を想定

集中検針・防犯等の考え方

電話・情報設備 電話機器 :本工事・別途
配線 : 本工事・別途
受口箇所数 :

積み上げ 各要素毎に数量積み上げ要

引き込み距離 x原単位
MDF・端子盤面数想定
弱電用ケーブルラックのm数考慮
受口の個数を想定し、配管配線考慮

用途によって中身が違うので㎡当たりは
難しい
事務所限定でもOAフロアは端子盤止め
になるので、目安の坪単価はない

テレビ共聴設備 受信種別 :
U･V･BS･CS･CATV
受口箇所数 :

¥/ 個 積み上げ できる限り積み上げるべき

弱電の系統数に比例して、ブースターが
倍増する
（マンションや 1フロア複数テナントの
場合、影響が大きい）

インターホン設備
トイレ呼出設備

インターホン仕様 : ¥/ 台 積み上げ 必要機種、台数を想定する
・�玄関〜事務所、防災センター〜各機械
室等

器具金額+配管配線

放 送 設 備 システム仕様 : ¥/㎡
¥/ 台

積み上げ 類似物件の㎡当たりスライド

※
時間があれば平面図より台数想定
スピーカー台数×単位+配管配線
台数より必要W数を想定し、似たよう
なAMPを計上

自動火災報知
設備

総合操作盤 : 有・無
受信機 :

¥/㎡ 類似物件より
原単位スライド

類似物件の㎡当たりスライド

総合操作盤の有無の確認
天井裏の感知器の有無等は必要

防排煙制御設備 制御箇所数 : ¥/ 箇所 類似物件より
原単位スライド

制御箇所数の想定

監視カメラ設備 システム仕様 :
カメラ台数 :

¥/ 台 類似物件より
原単位スライド

台数を想定し、原単位にて算出 監視の考え方
（1階のみか各階も監視必要か）

避 雷 針 設 備 突針数 : 積み上げ 類似物件より金額スライド、もしくは
メーカー見積徴収

突針数、導体長さ、接地極を想定し積み
上げる手もある

そ の 他 特殊設備はその度に考慮
例 : 太陽光発電、映像音響、車路管制等
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第3章 給 排 水 衛 生 設 備

給排水衛生設備工事見積項目
見積書に記載されるおもな工事 見積書の内訳に記載されるおもな内容　

給水設備工事 給水装置・配管および工費等

給湯設備工事 給湯機器・配管および工費等

排水通気設備工事 排水ポンプ・配管および工費等

衛生器具設備工事 衛生器具および工費等

ガス設備工事 ガス器具・配管および工費等

消火設備工事 消火機器・消火器具・配管および工費等

2 見積明細の構成

見積明細例
記号 名　　　　　称 仕　　　　様 員　　数 単位 単 価（円） 金　額（円） 備考

１ 給水設備工事

受水槽 WT-1 1.00 基

加圧給水ポンプ WP-1 1.00 台

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP20A 19.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP25A 23.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP32A 10.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP40A 50.00 ｍ

同上継手類 1.00 式

同上支持材料 1.00 式

ゲート弁 40A JIS 10K 1.00 ケ

ゲート弁 25A JIS 10K 2.00 ケ

消耗品雑材料 1.00 式

工費 1.00 式

孔明スリ－ブ補修費 1.00 式

運搬費 1.00 式

計

1 項目の構成

上の表は一般的な例で、項目の分け方は各社・設計事務所・事業
主によって違いがあります。
給排水設備については、さらに屋外と屋内を分ける場合が多く見
られます。
また表に示した工事以外に特殊な設備がある場合 ( 浄化槽 ･ろ過
設備 ･医療ガス設備等 )は、そのつど工事項目を追加します。

A材

B材

一式物・工費を計上

材料費を計上

内容の詳細は、
p59「一式計上の細目」参照
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各工事項目におけるＡ材・Ｂ材の区分
見積書に記載されているおもな工事 A　　　材 Ｂ　　　材

給水設備工事 受水槽・ポンプ 配管・継ぎ手・バルブ類

給湯設備工事 貯湯槽・給湯器・ボイラー・ポンプ 配管・継ぎ手・バルブ類

排水通気設備工事 ポンプ 配管 ･ 継ぎ手 ･ バルブ類 ･ 排水桝

衛生器具設備工事 衛生器具 （該当なし）

ガス設備工事 ガス設備一式 （該当なし）

消火設備工事 ポンプ・水槽・消火栓 BOX 配管・継ぎ手・バルブ類

4 図面の見方

⑴ 図面構成

3 見積におけるルール

ただし、消火設備のうちスプリンクラーや泡消火 ･ガス系
消火等の特殊消火設備については、専門業者一式工事とな
ります。この場合、そこに含まれる配管 ･継ぎ手類や機器
取付調整費まですべて、Ａ材扱いとなります。
同様に、その他専門業者一式工事となるものはすべてＡ材
扱いとなります。

空調衛生設備図

系　　統　　図

機器・器具リスト

機器・器具リスト

機器・器具リスト

配　　置　　図

平　　面　　図

平 面 詳 細 図

系　　統　　図

平　　面　　図

系　　統　　図

平　　面　　図

その他特殊設備（浄化槽・医療ガス等）

消 火 設 備

ガ ス 設 備

給 排 水 設 備

空調 設 備（※別項参照）

衛　生　設　備

特　記　仕　様　書
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特 記 仕 様 書 例
　　 

 

配管材料や被覆塗装の仕様などは
ここに記述されています。
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機 器 ・ 器 具 リ ス ト 例
 　　　

 

機器リストや器具リストには、各機
器の性能や仕様および数量が記載さ
れています。機器に対しては符号が
付けられ、平面図上に配置されてい
る符号と対応しています。
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系 統 図 例 

 

各機器等のつながりを把握するほか、
複数階にわたる配管や配線を拾う際の
高さ方向の寸法も、この図から読み取
ります。
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配 置 図 例
 

 

配置図は、建物外部における設備が明示
されています。敷地内に敷設する配管の
ほか、各インフラの引き込み ･撤去がこ
の図面に記されています。
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平 面 図 例

 

 

前述の機器リストの記号と、
平面図に付記されている記
号を照らし合わせて、機器
を確認します。

配管等が違う階へ上下する場合は、この
ように表現されます。
上階への配管は上へ伸ばして表現し、下
階への配管は下へ伸ばして表現します。
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平 面 詳 細 図 例

このように、配管ルートやサイズと、材料および保温塗装・高さ方向の情報等は、それぞれ別の
図面に記されています。したがって数量積算に際しては、複数の図面を総合的に見て行う必要があ
ります。
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⑵　凡例説明および各種情報の表現方法

衛 生 設 備 図 に お け る 凡 例
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衛 生 設 備 図 面 に お け る 表 現 に つ い て の お も な 特 徴

衛生設備の配管図面は電気設備の配線図と違い、つながりのあるものは基本的に省略せ
ずにつなげて表現します。ただし、細かな配管の取り回しのある部分（ＷＣ等の水周りや
機器周辺）は小さな縮尺の平面図では表現しきれないので、その部分は平面詳細図として
別図で表現されています。また、配管は単線にて表現されることが多く、図中に付記され
ている配管サイズを読み取る必要があります。

その他、衛生配管図では特に、その階の床下（下階の天井内）に敷設される配管が表現
されており、敷設される箇所がどこなのかに注意する必要があります。 

給水栓

バルブ

床上掃除口
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図 面 の 読 み 取 り

平面図には給水配管と排水配管・通気配管が同じ図面内に表現されています。
したがって、それぞれを区別してみる必要があります。さらに、立体的にどのようになっている

かも読み取る必要があります。

 

たとえば今回この図を見て、下記のような状態になっていることを読み取ります。

さらに平面図上には材料・保温塗装仕様が記載されていないので、これらは特記仕様書から読み
取りを行います。

5 数量積算方法

給水配管

排水配管
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この図より、給水管材は
HIVP、排水管材はVP
であることが読み取れ
ます。

管材についての記述

保温・塗装についての記述
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数 量 拾 い 出 し ・ 集 計

次に長さを計測し数量拾い出しを行います。
図中、青色に着色した線が給水配管です。数量は、平面図上で三角スケールもしくはキルビメーター

にて計測した長さに立ち上がりおよび立ち下がりの長さを加え算出します。

 

	 （�参考としてアイソメ図を記載
してますが、実際の作業では
平面図のみです。）

配管材料については、前出の特記仕様書より HIVP となります。
 

給排水設備平面図

給水設備アイソメ図

立ち上がり高さは、器具設置
高さを特記仕様書もしくは指
定の共通仕様書から読み取り、
加算します。
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拾い出した数量を表に記入して集計します。
集計の際には建物別 ･ 階別に、配管系統別・管種別・口径別・施工箇所別および断熱被覆別（便

所 ･ 機械室／一般、屋内 / 屋外、露出 / 隠蔽、床下 / 地中等）で分けて集計します。

給水配管の集計表

集計の際に、配管については、拾い出した数量に対して「補給率」を最後に掛けます。これは、
施工に際して発生する切りしろ等無駄になる分を考慮した率です。

例えば、4m が定尺の配管で右のような
接続を行う場合、

 

補給率を掛ける
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配管２本を使って切断加工を行いますが、それぞれ 0.4m ずつの半端が出ます。

　このような状態になるのを考慮して、補給率を掛けて算出します。

　上記表において HIVP40A の拾い出し数量が 3.5m の場合、補給率 1.1 を乗じて小数点以下を切
り上げ、

　　3.5 × 1.1 ≒ 4.0

とし、明細には 4.0 という数値を採用します。

公共建築工事積算基準における補給率例
管　　　材 HIVP VP SGP（ネジ） SGP（ネジ） CUP

口 径 すべて すべて 80A 以下 100A 以上 すべて

一 般 1.1 1.1 1.1 1.05 1.05

機 械 室 ･ 便 所 1.1 1.1 1.1 1.05 1.05

屋 外 1.05 1.05 1.05 1.05 1.05

地 中 1.05 1.05 1.05 1.05 —

補給率の数値については各社独自の
基準を持っていることが多いようで
す。
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次に排水通気配管の拾い出しを行います。青色が排水配管、薄青色が通気配管です。給水配管同様、
数量は平面図上で計測した長さに立ち上がり・立ち下がり分を加えて算出します。

 

配管材料は、前出の特記仕様書より排水配管・通気配管ともにＶＰとなります。

拾い出した数量を表に記入して集計します。

排水配管の集計表
 

 

(2.0/0.5)

(9.0/0.5)

(9.7/0.3)

(2.0/0.5)

(1.1/0.5) (1.1/0.5)

(0.7/0.5) (0.7/0.5) (0.7/0.5)
(0.7/0.5)

(0.7/0.5) (0.7/0.5) (0.3/0.5) (1.2/3.0)

(0.3/0.3)

3.0

1.2

0.7
0.3

0.7

0.7

9.09.7

0.5

2.0
2.0

1.1
0.5

給排水設備平面図

排水設備アイソメ図

拾　　出　　表　（　配　管　）
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⑴　積算数量の明細化
　拾い出した給水配管を明細化すると、次のようになります。

数量を拾った物のみ入力
	

 
 

6 明細の作成

記号 名　　　　　称 仕　　　　　様 員　　数 単位 単　価　円 金　額　円 備　考

１ 給水設備工事

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP20A 19.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP25A 5.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP32A 7.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP40A 4.00 ｍ

ゲート弁 40A JIS 10K 1.00 ケ

 
　追加していく細目の数量・金額は、おおむね「一式」として計上されていきます。

細目追加
記号 名　　　　　称 仕　　　　　様 員　　数 単位 単　価　円 金　額　円 備　考

１ 給水設備工事

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP20A 19.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP25A 5.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP32A 7.00 ｍ

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP40A 4.00 ｍ

同上継手類 1.00 式

同上支持材料 1.00 式

ゲート弁 40A JIS 10K 1.00 ケ

消耗品雑材料 1.00 式

工　　　費 1.00 式

被覆塗装費 1.00 式

掘削埋戻費 1.00 式

孔明スリ－ブ補修費 1.00 式

試験調整費 1.00 式

運　搬　費 1.00 式

計

							     

各細目を追加

各細目を追加

計算方法については、
p59「一式計上の細目」参照
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⑵　一式計上の細目
一例として工費の考え方は以下になります。

工費の考え方

　この歩掛りについては、それまでの実績を元に各社で数値設定されていたり、主要なものは国土
交通省監修の「公共建築工事積算基準」にも定義されています。

 

記号 名　　　　　称 摘　　　　　要 員　　数 単位 歩　掛　り 工　数

１ 給水設備工事

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP20A 19.00 ｍ 0.062 1,178

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP25A 5.00 ｍ 0.074 0.37

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP32A 7.00 ｍ 0.079 0.553

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP40A 4.00 ｍ 0.101 0.404

同上継手類 1.00 式

同上支持材料 1.00 式

ゲート弁 40A JIS 10K 1.00 ケ 0.130 0.13

消耗品雑材料 1.00 式

工　　　費 1.00 式 合　計　工　数 2,635

孔明スリ－ブ補修費 1.00 式

運　搬　費 1.00 式

計

その物を単位数量当り
施工する際に掛かる人工 歩掛り×数量で算出

この値に単価を掛けて
工費を算出
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「 公 共 建 築 工 事 積 算 基 準 」 に お け る 歩 掛 り 数 値 例

出典：（財）建築コスト管理システム研究所　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事積算基準　平成 15 年版

　その他各細目についても、基本的に国土交通省監修の「公共建築工事積算基準」に定義されてい
ますが、各社ごとで若干定義が異なったり、新たに定義付けをした細目を追加したりしています。
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衛生設備における一式計上細目
細　目 定　　　義 算出方法

【公共建築工事積算基準に定義されているもの】

① 継ぎ手 配管同士の接合に使う継ぎ手の費用 直管材料費×％
※�各管種・施工区分によって

各々数値が設定される

② 接合材等 配管の接合材（シール材・接着剤等 )・ねじ切り用油等の雑材 直管材料費×％
※�各管種・施工区分によって

各々数値が設定される

・溶接棒等の費用

③ 支持金物 配管敷設時に使用する支持金物の費用 直管材料費×％
※�各管種・施工区分によって

各々数値が設定される

④ はつり補修 配管敷設及び器具設置に際するはつりおよびその補修費 労務費×％

⑤ スリーブ補修費 配管敷設に際するスリーブ設置およびその補修費 工事費×％

【上記以外で各社定義・計上しているもの（例）】

⑥ 消耗雑材料 積算基準では接合材等に含まれているとされる雑材や工具の消耗品を分離
して計上

材料費×％

⑦ 試験調整費 各種試験や機器の試運転・調整の費用 労務費×％

⑧ 運搬費 各機器・材料について車上渡し以降の場内小運搬の費用 （材料費 + ①～③）×％

【別途積算の上、計上しているもの（例）】

⑨ 被覆塗装費 配管等の保温や塗装についての費用 別途積算

⑩ 掘削埋戻費 外部の配管敷設に関わる掘削や埋め戻しの費用 別途積算

※�特殊継ぎ手（伸縮継ぎ手 ･ 防振継ぎ手 ･ 鋳鉄管用異形管継ぎ手など）は上記に含まれないので、別途計上
※形鋼で支持をするような場合は上記に含まれないので、別途計上

上記表中の算出方法におけるパーセンテージについても、各部材ごと・施工区分ごとで数値がお
おむね決められています。

たとえば継ぎ手率の場合、継ぎ手の単価や施工場所（必要となる継ぎ手数の大小）によって率が
変わります。

継ぎ手率の例

施工区分 状　　　　　態
継　　ぎ　　手　　率

硬質塩化ビニル管 配管用炭素鋼管 ステンレス鋼管（拡管式）

屋内一般 標準 20% 55% 160%

機械室・便所 配管の振り回しが多く、継ぎ手数が多くなる 50% 75% 265%

地中 直管で通す部分が多く、継ぎ手数が少なくなる 15% 35% 100%

※継ぎ手費用 = 直管材料費×継ぎ手率

　 　　　　　　　　　 

	 継ぎ手例（硬質塩化ビニル管）	 継ぎ手例（ステンレス鋼管）



62

給
排
水
衛
生
設
備

　その他の項目も、次のように変化します。

接合材率の例

接 合 材 率

施 工 区 分 ステンレス鋼管（拡管式） 配管用炭素鋼管 ( ネジ式 ) 硬質塩化ビニル管 ステンレス鋼管（溶接式）

一 般 0% 5% 10% 20%

※接合材費＝直管材料費×接合材率

支持金物の例

支 持 金 物 率

施 工 区 分 ステンレス鋼管 ( 拡管式 ) 配管用炭素鋼管 硬質塩化ビニル管 冷媒被覆銅管

一 般 10% 15% 25% 40%

地 中 埋 設 0% 0% 0% 0%

※支持金物費＝直管材料費×支持金物率

はつり補修率の例

は つ り 補 修 率

施 工 区 分 ステンレス鋼管 ( 拡管式 ) 配管用炭素鋼管 硬質塩化ビニル管 銅管

一 般 8% 8% 8% 8%

地 中 埋 設 0% 0% 0% 0%

※はつり補修費＝労務費×はつり補修率

スリーブ率の例

ス リ ー ブ 率

施 工 区 分 ＲＣ造 ＳＲＣ造

一 般 10% 7%

※スリーブ費＝工事費×スリーブ率
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①　Ａ材（機器・器具類）

Ａ 材 参 考 図 ： 衛生設備機器・器具
 

メ ー カ ー 見 積 例
  
納入予定時期：お打合せの上 荷造り代：お打合せの上
運　　　　賃：お打合せの上 お支払い方法：お打合せの上
受渡し場所：お打合せの上 見積有効期限：３０日

消費税：別途
現場名：						    

品　　番 品　　名 数量 希望小売単価
（税抜）

希望小売金額
（税抜）

CES9562J 一式

CES9562J 洗浄便座一体型便器 1 226,700 226,700

YH400 紙巻器 1 4,950 4,950

セット小計 231,650

セット計 31 231,650 7,181,150

CS20AB 一式

CS20AB 車いす対応便器 1 63,700 63,700

SH30BA タンク 1 43,100 43,100

TCF4111V80R 洗浄便座 1 92,000 92,000

HE50 ﾘﾓｺﾝ便器洗浄ﾕﾆｯﾄ 1 16,300 16,300

TS116MD 紙巻器 1 4,600 4,600

EWC294 背もたれ 1 54,600 54,600

セット小計 274,300

セット計 1 274,300 274,300

※上記単価および金額は実際とは異なります。

7 各金額の算出

Ａ材については、これら図面をメーカー・代理店に提示して見積
を徴収し、その金額は実勢価格を考慮した率を掛けて算出します。
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②　Ｂ材（配管・配線・ダクト・ボックス・バルブ等）

Ｂ 材 単 価 例 ： 配管用炭素鋼管
　　 

 

　出典：（財）建設物価調査会　建設物価 2009 年 9 月号 　     

Ｂ材については、上記のような刊行物を参考に、
単価を決めて値入れします。
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③　専門業者施工となる設備

　スプリンクラー設備・泡消火設備・不活性ガス消火設備等の消火設備、ガス設備、給湯暖房（床暖房）
設備、医療ガス設備、浄化槽設備、ろ過設備、自動散水設備、自動制御設備、厨房設備等

�　専門業者の施工となる設備については、当該業者に対し図面を提示して材工一式で見積徴収を行
います。

④　その他

　　　　●保温工事・塗装工事や掘削埋戻工事
　　　　●揚重費用
　　　　●申請手続きのように法的な届けが必要場合の費用
　　　　●各種負担金類（見積条件として含むことを指定されている場合のみ）

各積算数量に一式項目の追加、金額に値入を行うことにより、p52 参考図のうち、給水配管設備
の明細は以下のようになります。

名　　　　　称 仕　　　　　様 員　　数 単位 単　価　円 金　額　円 備　考

１ 給水設備工事

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP20A 19.00 ｍ 142 2,698

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP25A 5.00 ｍ 210 1,050

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP32A 7.00 ｍ 255 1,785

ハイインパクト塩化ビニール管 HIVP40A 4.00 ｍ 363 1,452

同上継手類 1.00 式 1,746

同上支持材料 1.00 式 5,239

ゲート弁 40A JIS  10K 1.00 ケ 9,800

消耗品雑材料 1.00 式 230

工　　　　費 1.00 式 42,000

被 覆 塗 装 費 1.00 式 1,000

掘 削 埋 戻 費 1.00 式 30,000

孔明スリ－ブ補修費 1.00 式 6,000

試 験 調 整 費 1.00 式 2,000

運　　搬　　費 1.00 式 1,000

　　　　　　　計 106,000

※上記単価および金額は実際とは異なります。

電気設備と違い、衛生設備における専門業者施工の
場合は、配管・バルブ等の通常Ｂ材とされているも
のも含めて一式での見積徴収となります。
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概 算 見 積 を 行 う 手 順

類似物件を探す
　建物用途、建物規模、施主の条件があう過去の精算見積物件を探し、物価変動を考慮し単価を利
用する。

該当設備の把握
　建物規模や建築基準法、消防法を考慮し必要な設備を把握する。
　特殊設備の有無（浄化槽設備、医療ガス設備、ろ過設備等々）の確認を行う。

算出方法の決定
設備項目ごとに金額算出方法を決定する。

　　（ア）　㎡・坪単価の引用
　　　　　………（類似物件の金額／類似物件での対象面積）× 今回物件の対象面積
　　　※�屋内給排水設備・給湯設備・スプリンクラー設備等該当エリアに、まんべんなく設置され

るもの
　　　　例  1,000㎡の類似物件でスプリンクラー設備が 100 万の場合、 
　　　　　　￥1,000,000 ／ 1,000㎡ = ＠ 1,000 ／㎡	
　　　　　　これを 5,000㎡の概算物件に当てはめると
　　　　　　@1,000 ／㎡ ｘ 5,000㎡ =  5,000,000  となる。
　　（イ）　設備的な容量当たりの単価の引用
　　　　　………（類似物件の金額／類似物件の設備容量）× 今回物件の設備容量
　　　※�不活性ガス消火設備等、面積よりも対象空間の体積が大きく関わるものは、必要ボンベ本

数を算出し、その数値にて金額を算出する。
　　（ウ）　数量当たりの単価の引用
　　　　　………（類似物件の金額／対象設備の数量）× 今回物件の対象設備の数量
　　　※�衛生器具設備・屋内消火栓設備・連結送水管設備等、面積と設置個数が比例しない設備は

その器具数を算出し、グレードを考慮しながらその数当たりで金額を算出する。
　　（エ）　その他積み上げが必要なもの
　　　　�　敷地と建物の関係が大きく左右する屋外給排水設備は、配管ルートを想定し、長さを積

み上げて金額算出する。

以下、事務所ビルを例にとって、衛生の概算算出の方法・注意点を記載します。
 
 

8 概算見積の考え方
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衛生設備工事  概算の考え方 【例：事務所ビル】
項　　目 工　事　概　要 類似物件参照単位 コ　メ　ン　ト 必要な資料・根拠

屋外給水設備 引込径：	 φ
引込距離：	 　　ｍ
配管材料
散水栓数

￥/㎡ 数量積み上げ 数量積み上げ 要
引き込みルート・口径を想定してｍ数積み
上げ掘削工事もｍ数積み上げ

※
引込工事費・申請手続き費を別途加算
引込先が国道等幹線道路の場合は引込工
事費ＵＰ
散水栓も数量積み上げの上別途加算

付近見取図・全体配置図

引き込み可能な道路と新設
建屋間の距離関係

屋内給水設備 給水対象範囲
配管材料
機器容量（受水槽・ポンプ）

￥/㎡
￥/m3

水廻り面積当た
り単価スライド
数量積み上げ
原単位当たり単
価スライド

水廻り面積を算出し、単価を掛けて算出
配管材料の違いで単価考慮
横引きが長い場合や、単独で給水箇所が
発生する場合はその分を数量積み上げの
上加算
受水槽は容量当たりの単価スライド

（できればメーカー見積徴収）
ポンプはカタログ等で金額確認の上算出

給水方式の考え方
配管材料
機器仕様

屋外排水設備 引込径：	 φ
引込距離：	 ｍ
配管材料
排水桝数

￥/㎡ 数量積み上げ 数量積み上げ 要
引き込みルート・口径を想定してｍ数積み
上げ
排水桝数も個数積み上げ
掘削工事もｍ数積み上げ

※
引込工事費・申請手続き費を別途加算
引込先が国道等幹線道路の場合は引込工
事費ＵＰ
排水桝蓋が重荷重の場合は金額加算
配管保護（コンクリート巻き）が有る場
合、ｍ数積み上げの上金額加算

付近見取図・全体配置図

引き込み可能な道路と新設
建屋間の距離関係

屋内排水設備 排水対象範囲
配管材料
機器容量（ポンプ）

￥/㎡ 水廻り面積当た
り単価スライド
数量積み上げ

水廻り面積を算出し、単価を掛けて算出
配管材料の違いで単価考慮
横引きが長い場合や、単独で排水箇所が
発生する場合はその分を数量積み上げの
上加算
ポンプはカタログ等で金額確認の上算出

配管材料
機器仕様

衛生器具設備 器具グレード ￥/ ヶ 類似物件より原
単位スライド

衛生器具数積み上げ

※
出来る限り品番設定の上、カタログ等で
金額確認をし算出
原単位スライドさせる場合はグレード注意

器具表（グレード指定）

給湯設備 給湯対象範囲
配管材料
機器容量（給湯器）

￥/㎡ 水廻り面積当た
り単価スライド
数量積み上げ

給湯対象面積を算出し、単価を掛けて算
出
配管材料の違いで単価考慮
横引きが長い場合や、単独で給湯箇所が
発生する場合はその分を数量積み上げの
上加算
給湯器はカタログ等で金額確認の上算出

※
事務所等給湯箇所がスポット的な場合
は、給湯器の金額＋ 1 ヶ所当たりの配管
工事費×箇所数で算出

配管材料
機器仕様

連結送水管設備 放水口数 ￥/ 台 積み上げ 平面図より放水口の位置を想定の上を積
み上げ

※
建物高さに比して建築面積が極端に大き
い場合は横引き配管分加算
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項　　目 工　事　概　要 類似物件参照単位 コ　メ　ン　ト 必要な資料・根拠

屋 内 消 火 栓 設
備

消火栓数 ￥/ 台 積み上げ 平面図より消火栓の位置を想定の上を積
み上げ

※
建物高さに比して建築面積が極端に大き
い場合は横引き配管分加算

スプリンクラー
設備

設置対象範囲 ￥/㎡ 対象面積当たり
単価スライド

対象範囲の面積に単価を掛けて算出

※
設置対象面積の大小により単価は変わる

消火器設備 床面積 ￥/㎡
￥/ 台

類似物件の㎡当たりスライド

※
時間があれば平面図より台数想定

ガス設備 ￥/㎡ 対象面積当たり
単価スライド
数量積み上げ

ガス配管敷設面積を算出し、単価を掛け
て算出

※
事務所のようにほとんど竪管のみの場合
は積み上げ

浄化槽設備 人槽 ￥/ 人
槽

原単位当たり単
価スライド

必要となる人槽を算出し、単価を掛ける

※
人槽規模の大小により単価は変わる

その他 特殊設備はその度に考慮
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空調設備工事見積項目
見積書に記載されるおもな工事 見積書の内訳に記載されるおもな内容

空調機器設備工事 空調機器および工費等

空調ダクト設備工事 空調ダクトおよび工費等

空調配管設備工事 空調配管および工費等

自動制御設備工事 自動制御機器・配管・配線および工費等

換気機器設備工事 換気機器および工費等

換気ダクト設備工事 換気ダクトおよび工費等

排煙設備工事 排煙機器・ダクトおよび工費等

2 見 積 明 細 の 構 成

見積明細例
 
 

1 項 目 の 構 成

記号 名　　　　　称 仕　　　　様 員　　数 単位 単 価（円） 金　額（円） 備　考
1 ダクト設備工事

ダクト鉄板   0.5mm 17.00 ㎡
スパイラルダクト   200A 18.00 ｍ
スパイラルダクト   250A 10.00 ｍ
同上継手類 1.00 式
吹出吸込口類 BL-D  2000L 2.00 ケ
吹出吸込口類 VHS 型 300 × 300 8.00 ケ
金網 450 × 350 2.00 ケ

吹出吸込ボックス
内貼り 25
400 × 400 × 400

8.00 ケ

チャンバー 500 × 1000 × 500 2.00 ケ

チャンバー
内貼り 25
500 × 1000 × 500

2.00 ケ

消音エルボ
内貼り 25
500 × 500 × 500

2.00 ケ

ダン パ ー 類 V D 350 × 350 2.00 ケ
ダン パ ー 類 V D 丸型 250A 2.00 ケ
消耗品雑材料 1.00 式
工　　　　費 1.00 式
被 覆 塗 装 費 1.00 式
孔明スリ－ブ補修費 1.00 式
試験調整費 1.00 式
運　搬　費 1.00 式

　　　　　　　計

材工単価を計上

材料費のみを計上

材工単価を計上

材料費のみを計上

材料費のみの工費を計上

内容の詳細は、
p86「一式計上の細目」参照

第4章 空 調 設 備

上の表は一般的な例で、項目の分け方は各社・設計
事務所・事業主によって違いがあります。
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各工事項目におけるＡ材・Ｂ材の区分
見積書に記載されているおもな工事 A　　　材 Ｂ　　　材

空調機器設備工事 空調機・冷却塔・ポンプ （該当なし）

空調ダクト設備工事 （該当なし） ダクト・ダンパー・制気口

空調配管設備工事 （該当なし） 配管 ･ 継ぎ手 ･ バルブ類

自動制御設備工事 自動制御設備一式 （該当なし）

換気機器設備工事 各種ファン類 （該当なし）

換気ダクト設備工事 （該当なし） ダクト・ダンパー・制気口

排煙設備工事 ファン ダクト・ダンパー・排煙口・制気口

4 図 面 の 見 方

⑴  図 面 構 成

   

3 見 積 に お け る ル ー ル

空調衛生設備図 特 記 仕 様 書

空 調 設 備

衛生設備※別項参照

系　統　図

配管平面図

ダクト平面図

機器リスト

自　動　制　御　設　備　

空　調　換　気　設　備　
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特 記 仕 様 書 例

 

 
 

建築図と同様に、設備図にも特記仕様書が
あります。
ここに材料等の指定がされており、チェッ
クが必要です。
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機 器 ・ 器 具 リ ス ト 例

 
　 

  

この記号が、平面図内にも付記されています。
建築図における建具表とキープラン図の関係
と同じです。
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系 統 図 例

　　　　　 
 
 
 

系統図は、各設備においての全体のつながりが示されて
います。各機器等のつながりを把握するほか、複数階に
わたる配管や配線を拾う際の、高さ方向の寸法もこの図
から読み取ります。
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平 面 図 例

 

 

このように、配管 ･ ダクトルートやサイズと、材料および保温塗装、高さ方向の情報等はそれぞ
れ別の図面に記されています。したがって数量積算に際しては、複数の図面を総合的に見て行う必
要があります。

前述の機器リストの記号と平面図に付記されて
いる記号を照らし合わせて、機器を確認します。
ダクトサイズは、各所に付記されています。
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⑵　凡例の説明および各種情報の表現方法
空 調 設 備 図 に お け る 凡 例



76

空

調

設

備

空 調 設 備 図 面 に お け る 表 現 に つ い て の お も な 特 徴

 

空調設備のダクト図面は、電気図面と違いつながっているものを省略して表現することは基本的
にありません。ただし、図面の見やすさを考慮して、大きなサイズのダクトも単線で表現される場
合があります。各要所にサイズが付記されていますので、図面上は細い１本の線でも、実際は相応
の太さのダクトが敷設されることを読み取る必要があります。

　　　　　　 

 

VD

ファン

制気口FD

ベンドキャップ
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各機器については、機器リストに付されている記号が平面図にも対応して付されています。平面
図上に付されている記号と機器リストを照らし合わせて、どのような機器が設置されているかを読
み取ります。

 

 

ファン
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天井伏図とも関わりのある制気口類は、平面図の中に部屋ごとに表の形で種類および個数が記載
されています（制気口リストとして、別図になっている場合もあります）。

 

　　　　　　　　　 
 

この表は上から対象室名、制気口の種類とサイズ、排気・給気等の種別
と通過する風量、付随するBOXの寸法が表記されていて、右側にある
のが数量です。
この例の場合、廊下には「外気850㎥ /h が通過する550× 250の
HS( フィルター付 ) が、GW25t 内貼をしているBOX（750× 450
× 350H）とともに1つ設置される」ことになります。
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※配管については衛生設備の項目を参照

以下の図面を例に、ダクト工事の数量積算方法を説明します。
　　　　 
 

図 面 の 読 み 取 り

　まず、平面図上でダクトの用途種別の違いを読み取ります。
　これは、用途によって保温工事等の費用が違ってくるためです。

　�　今回の図面では、OA（外気取入ダクト）と EA（排気ダクト）の 2 種類があります。図中、
青色がOA、薄青色がEAとなります。

　　なお、このほかに、SA（空調給気ダクト）や RA（空調還気ダクト）といった種類があります。

　　　　　　　 

　�　さらに、平面図上には材料・保温塗装仕様が記載されていないので、これらは特記仕様書から
読み取りを行います。

5 数量積算方法
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上記表より、OA（外気）・
EA（排気）とも、ダク
ト材質は亜鉛鋼板である
ことが読み取れます。
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数 量 拾 い 出 し ・ 集 計

次に長さを計測し、数量拾い出しを行います。
まず、ダクトについては、青色のOAダクトと薄青色の EAダクトを区分し、かつ、サイズごと

に分けて拾い出します。

なお、長さを拾い出す際には、ダクト幅の中心線に沿って計測します。曲がりや分岐部分は中心
線上の延長した直線を仮定し、その交点までの長さを計測します。
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ダンパー類も、種別・サイズごとに分けて拾い出します。
 

制気口類は、制気口リストと平面図に図示されている内容を確認しながら拾います。
　　　　 

チャンバーやＢＯＸ、消音エルボ等があればサイズを確認しながら拾います。
ただ、ＢＯＸについてはサイズが表記されていない場合があります。その際は、制気口の大きさ

および接続されるダクトのサイズから類推して大きさを選定します。
こうして拾い出した数量を、表に記入して集計します。
集計の際には、建物別・階別に、系統別・径別・施工箇所別（屋内 / 屋外、露出 / 隠蔽等）に分

けて集計します。
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O A ダ ク ト 分

 

E A ダ ク ト 分

 拾　　出　　表　（ 丸ダクト ）

拾　　出　　表　（ 丸ダクト ）
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集計の際に、ダクトについては、拾い出した数量に対して「補給率」を最後に掛けます。これは、
施工に際して発生する切りしろ等無駄になる分を考慮した率です。

たとえば、定尺 4m のスパイラルダクトを用いて、下記のようなダクトを敷設する場合、スパイ
ラルダクト２本を使って切断加工を行いますが、それぞれ 0.4m ずつの半端が出ます。

このような状態になるのを考慮して、補給率を掛けます。
ただし、ダクト工事については材工分離ではなく複合単価にて値入れする場合が多く、その複合

単価設定時に補給率も考慮された単価としている場合は、数量に対しては補給率を掛けず、拾い出
した数量をそのまま採用します。 
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⑴　積算数量の明細化
拾い出したダクトを明細化すると、次のようになります。

数量を拾った物のみ入力
記号 名　　　　　称 仕　　　　　様 員　　数 単位 単 価（円） 金 額（円） 備　考

１ ダクト設備工事

スパイラルダクト 150A 4.00 ｍ
スパイラルダクト 175A 8.00 ｍ
吹出吸込口類 HS（VS）型 200 × 200 2.00 ケ

ベンドキャップ
SUS 製覆い付丸型フラット板
175A　防虫網付

2.00 ケ

吹出吸込ボックス
内貼り 25
400 × 400 × 300

2.00 ケ

ダンパー類 VD 丸型 150A 2.00 ケ
ダンパー類 FD 丸型 175A 2.00 ケ

追加していく細目の数量・金額は、おおむね「一式」として計上されていきます。

細目追加

ここで、ダクトを敷設する工事に関してのみ、他の設備工事項目と異なり、通常は材工明細とな
ります。したがって、ダクト工事の明細にある「工費」はその他の器具類を取り付ける労務費を表
しています。（通常は、「器具取付費」のように、何に対しての労務費であるかを分かるように表現
します）

6 明 細 の 作 成

記号 名　　　　　称 仕　　　　　様 員　　数 単位 単 価（円） 金 額（円） 備　考

１ ダクト設備工事

スパイラルダクト 150A 4.00 ｍ
スパイラルダクト 175A 8.00 ｍ
吹出吸込口類 HS（VS）型 200 × 200 2.00 ケ

ベンドキャップ
SUS 製覆い付丸型フラット板
175A　防虫網付

2.00 ケ

吹出吸込ボックス
内貼り 25
400 × 400 × 300

2.00 ケ

ダンパー類 VD 丸型 150A 2.00 ケ
ダンパー類 FD 丸型 175A 2.00 ケ
消耗品雑材料 1.00 式
工　　　費 1.00 式
被覆塗装費 1.00 式
天井切込費 1.00 式
孔明スリ－ブ補修費 1.00 式
試験調整費 1.00 式
運　搬　費 1.00 式

各細目を追加



86

空

調

設

備

⑵　一式計上の細目

一例として工費の考え方は以下になります。

工費の考え方

 
この歩掛りについては、それまでの実績を元に各社で数値設定されています。また、主要なもの

は国土交通省監修の「公共建築工事積算基準」にも定義されています。

記号 名　　　　　称 摘　　　　　要 員　　数 単位 単　価（円） 歩　掛　り 工　数

１ ダクト設備工事

スパイラルダクト 150A 4.00 ｍ

スパイラルダクト 175A 8.00 ｍ

吹出吸込口類 HS（VS）型 200 × 200 2.00 ケ 0.330 0.660

ベンドキャップ
SUS 製覆い付丸型フラット板
175A　防虫網付

2.00 ケ 0.200 0.400

吹出吸込ボックス
内貼り 25
400 × 400 × 300

2.00 ケ

ダンパー類 VD 丸型 150A 2.00 ケ 0.420 0.840

ダンパー類 FD 丸型 175A 2.00 ケ 0.450 0.900

消耗品雑材料 1.00 式

工　　　費 1.00 式 合計工数 2,800

被覆塗装費 1.00 式

天井切込費 1.00 式

孔明スリ－ブ補修費 1.00 式

試験調整費 1.00 式

運　搬　費 1.00 式

　　　　　　　計

その物を単位数量当たり
施工する際に掛かる人工 歩掛り×数量で算出

この値に単価を掛けて
工費を算出

空調設備の工数は、ダクト・ボックス類以外の
工数を算出します。
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「 公 共 建 築 工 事 積 算 基 準 」 に お け る 歩 掛 り 数 値 例

　　　　  出典：（財）建築コスト管理システム研究所　国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事積算基準　平成 15 年版

その他各細目についても、基本的に国土交通省監修の「公共建築工事積算基準」に定義されてい
ますが、各社ごとで若干定義が異なったり、新たに定義付けをした細目を追加したりしています。
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空調設備における一式計上細目
細　目 定義 算出方法 備考

【公共建築工事積算基準に定義されているもの】

① 継ぎ手 配管・ダクト同士の接合に使う継ぎ手の費用 材料費×％ ダクトについてはスパイ
ラルダクトのみに設定

② 接合材等 配管の接合材（シール材・接着剤等）・ねじ切り用
油等の雑材
・溶接棒等の費用

材料費×％
※�各管種・施工区分によって

各々数値が設定される

③ 支持金物 配管敷設時に使用する支持金物の費用 材料費×％
※各管種・施工区分によって
各々数値が設定される

形鋼で支持するような場
合は別途計上

④ はつり補修 配管敷設及び器具設置に際するはつりおよびその
補修費

労務費×％

⑤ スリーブ補修費 配管敷設に際するスリーブ設置およびその補修費 工事費×％

⑥ 雑材料 ダクト敷設に要する各種雑材料の費用 材料費×％

【上記以外で各社定義・計上しているもの（例）】

⑦ 消耗雑材料 配管について積算基準では接合材等に含まれてい
るとされる雑材や工具の消耗品を分離して計上

材料費×％

⑧ 試験調整費 各種試験や機器の試運転・調整の費用 労務費×％

⑨ 運搬費 各機器・材料について車上渡し以降の場内小運搬
の費用

（材料費＋①～③）×％

上記表中の算出方法におけるパーセンテージについても、各部材ごと・施工区分ごとで数値がお
おむね決められています。

たとえば継ぎ手率の場合、継ぎ手の単価や施工場所（必要となる継ぎ手数の大小）によって率が
変わります。

 
継ぎ手率の例（冷温水配管の場合）

施工区分 状　　　　態
継　　ぎ　　手　　率

配管用炭素鋼鋼管
（ネジ）

圧力配管用炭素鋼鋼管
（ネジ）

ステンレス鋼管
（ハウジング式）

屋 内 一 般 標準 65% 130% 147%

機械室・便所 配管の振り回しが多く、継ぎ手数が多くなる 75% 150% 232%

地 中 直管で通す部分が多く、継ぎ手数が少なくなる 40% 80% 124%

※継ぎ手費用 = 直管材料費×継ぎ手率

ダクトの継ぎ手率については、スパイラルダクトの
場合20％、それ以外のダクトについては設定され
ていません。
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その他の項目も、以下のように変化します。

接合材率の例

接 合 材 率

施工区分 ステンレス鋼管（ハウジング） 配管用炭素鋼鋼管（ネジ式） ステンレス鋼管（溶接式）

一 般 0% 5% 20%

※接合材費＝直管材料費×接合材率

支持金物率の例

支 持 金 物 率

施工区分 ステンレス鋼管 配管用炭素鋼鋼管

一 般 10% 15%

※支持金物費＝直管材料費×支持金物率

はつり補修率の例

は つ り 補 修 率

施工区分 ステンレス鋼管（ハウジング） 配管用炭素鋼鋼管 ステンレス鋼管（溶接）

一 般 8% 8% 8%

地 中 埋 設 0% 0% 0%

※はつり補修費＝労務費×はつり補修率
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①　Ａ材（機器・器具類）

Ａ 材 参 考 図 ： 空調設備機器

 

メ ー カ ー 見 積 例
記　　号 品　名　及　仕　様 数量 単　　価 金　　額 備　考
PAC 1-1 ビル用マルチ室外機 RSXYP400P 1 3,191,000 3,191,000 

防振架台 1 149,500 149,500 
室内機リモコン 3 35,000 105,000 

PAC 1-1-1 ビル用マルチ天井埋込ダクト形 FXYMP71A 1 456,600 456,600 
REFNET ジョイント
フィルターチャンバ

PAC 1-1-2 ビル用マルチ天井埋込ダクト形 FXYMP112A 1 612,500 612,500 
REFNET ジョイント
フィルターチャンバ

PAC 1-1-2H ビル用マルチ天井埋込ダクト形 FXYMP112A 1 564,500 564,500 
REFNET ジョイント

PAC 1-1-3H ビル用マルチ天井埋込カセット形ラウンドフロー 2 642,300 1,284,600 
FXYFP112MC
化粧パネル（フレッシュホワイト）
REFNET ジョイント
新鮮空気取入キット

PAC 2-1 ビル用マルチ室外機 RSXYP560AA 1 4,484,000 4,484,000 
防振架台 1 312,000 312,000 
室内機リモコン 2 35,000 70,000 

PAC 2-1-2H ビル用マルチ天井埋込カセット形ラウンドフロー 3 642,300 1,926,900 
FXYFP112MC
化粧パネル（フレッシュホワイト）
REFNET ジョイント
新鮮空気取入キット

　※上記単価および金額は実際とは異なります。

7 各 金 額 の 算 出

Ａ材については、これら図面をメーカーに提示し、見積を徴収し
ます。その金額に実勢価格を考慮した率を掛けて算出します。
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②　Ｂ材（配管・配線・ダクト・ボックス・バルブ等）

B 材 単 価 例

　　 出典：（財）建設物価調査会  建設物価 2009 年 9 月号

③　専門業者施工となる設備

　自動制御設備等

上記のような専門業者による施工となる設備については、当該業者に対し図面を提示して材工一
式で見積徴収を行います。

④　その他

　　　　保温工事・塗装工事や掘削埋戻工事
　　　　重量物搬入に伴う揚重費
　　　　申請手続費のような法的な届けを行うのに要する費用

Ｂ材については上記のような刊行物を参考に、
単価を決めて値入れします。

衛生設備と同様、空調設備における専門業者施工の
場合も、配管・バルブ等の通常Ｂ材とされているも
のも含めて、一式での見積徴収となります。
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各積算数量に一式項目の追加、金額の値入を行うことにより、p79 参考図の明細は以下のように
なります。

記号 名　　　　　称 仕　　　　　様 員　　数 単位 単　価（円） 金　額（円） 備　考

１ ダクト設備工事

スパイラルダクト 150A 4.00 ｍ 3,200 12,800

スパイラルダクト 175A 8.00 ｍ 3,800 30,400

吹出吸込口類 HS(VS) 型 200 × 200 2.00 ケ 2,600 5,200

ベンドキャップ
SUS 製覆い付丸型フラット板
175A　防虫網付

2.00 ケ 2,500 5,000

吹出吸込ボックス
内貼り 25
400 × 400 × 300

2.00 ケ 7,600 15,200

ダンパー類 VD 丸型 150A 2.00 ケ 2,800 5,600

ダンパー類 FD 丸型 175A 2.00 ケ 5,400 10,800

消耗品雑材料 1.00 式 2,000

工　　　費 1.00 式 48,000

被覆塗装費 1.00 式 12,000

天井切込費 1.00 式 2,000

孔明スリ－ブ補修費 1.00 式 3,000

試験調整費 1.00 式 5,000

運　搬　費 1.00 式 3,000

　　　　　　　計 160,000

※上記単価および金額は実際とは異なります。
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概 算 見 積 を 行 う 手 順

類似物件を探す
建物用途、建物規模、施主の条件があう過去の精算見積物件を探し、単価を利用する。

該当設備の把握
建物規模や建築基準法、消防法を考慮し必要な設備を把握する。
特殊設備の有無、空調設備のシステム等の確認を行う。

算出方法の決定
設備項目ごとに金額算出方法を決定する。

　　（ア）　㎡・坪単価の引用
　　　　　………（類似物件の金額／類似物件での対象面積）× 今回物件の対象面積
　　　　※排煙設備・換気設備・空調ダクト工事等該当エリアにまんべんなく設置されるもの
　　　　　例　1,000㎡の精算見積物件で換気設備が 100 万の場合、 
　　　　　　　￥1,000,000 ／ 1,000㎡ = ＠ 1,000 ／㎡	
　　　　　　　これを 5,000㎡の概算物件に当てはめると
　　　　　　　@1,000 ／㎡ ｘ 5,000㎡ =  5,000,000  となる。
　　（イ）　設備的な容量当たりの単価の引用
　　　　　………（類似物件の金額／類似物件の設備容量）× 今回物件の設備容量
　　　　※�空調機器等、負荷容量（KW 等）が分かるものはその数値にて金額を算出する。容量の

決定も面積と連動するが用途エリア（用途毎で必要な㎡当たりの容量が違う）・設備シス
テム（EHP・GHP 等の違い）により変動があるため、単純に坪単価では算出できない。

　　　　　空調配管については空調機器コストに対する比率で算出する。
　　（ウ）　数量当たりの単価の引用
　　　　　………（類似物件の金額／対象設備の数量）× 今回物件の対象設備の数量
　　　　※自動制御設備等は必要な個数・点数を算出し、その数当たりで金額を算出する。
　　（エ）　その他積み上げが必要なもの
　　　　　�排煙設備のうち、非常用 EV 附室等に設けるものにあっては、対象面積あたりの㎡単価

スライドではなく、排煙口数や主ダクト長さを積み上げて算出する。

次ページに、事務所ビルを例にとって、空調の概算算出の方法・注意点を記載します。
 

8 概 算 見 積 の 考 え 方
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空調設備工事  概算の考え方 【例：事務所ビル】

項　　目 工　事　概　要 類似物件参照単位 コ　メ　ン　ト 必要な資料・根拠

熱源機器設備 空調方式
能力：	 ＫＷ

￥/KW 原 単 位 当たり
単価スライド
数量積み上げ

必要負荷を想定し、単価スライド

※
出来る限り機器想定を行い、積み上げ

空調対象範囲
機器リスト

空調機器設備 空調方式
能力：	 ＫＷ

￥/KW 原 単 位 当たり
単価スライド
数量積み上げ

必要負荷を想定し、単価スライド

※
熱源方式、機器台数により能力当たり
の金額は変わる

（例：EHP ＜ GHP
　　　室内機台数少＜室内機台数多）
ので、単価スライド時は要注意
出来る限り機器想定を行い、積み上げ

空調対象範囲
機器リスト

空調ダクト設備 空調方式 ￥/㎡ 対 象面 積当た
り単価スライド

対象範囲の面積に単価を掛けて算出 ダクト敷設対象範囲

空調配管設備 空調方式
配管材料

￥/㎡ 対 象面 積当た
り単価スライド

対象範囲の面積に単価を掛けて算出
機器のコストとの比率を目安とする

空調対象範囲

換気設備 換気方式
ダクト材料

￥/㎡ 対 象面 積当た
り単価スライド

対象範囲の面積に単価を掛けて算出

※
換気の方式によって金額は変わる

（例：天井扇による 3 種換気＜全熱交
換型換気扇設置）
特殊排気がある場合は別途加算

機械排煙設備 排煙方式 ￥/ ヶ 排 煙 口当 たり
単価スライド

排煙口を想定の上、単価スライド

※
非常用 EV 昇降ロビー・特別避難階段
附室用については、できれば機器・ルー
ト等想定の上積み上げ

自動制御設備 ￥/ 点
点 /㎡

類似物件より原
単位スライド

類似物件より ㎡値の点数スライド

その他 特殊設備はその度に考慮
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1 トラブル事例

項　　　目 ト　ラ　ブ　ル　事　例 原　　　　　　　因

雨 水 排 水
雨水排水設備の見積落ち、もしくは重複 ・建築図、設備図ともに記載がない

・建築図、設備図双方に記載がある

衛 生 器 具

衛生器具の見積落ち、もしくは重複

（特に洗面カウンター、手すり、鏡、紙巻器、防水

パン、タオル掛け等）

・�建築図、設備図ともに記載がない、もしくはお互いに「設

備工事」「建築工事」とそれぞれの工事範疇外であるかの

ような記載がされている�

・建築図、設備図双方に記載がある

・�システムトイレを建築工事にて設置にも関わらず、設

備図にて通常の衛生器具の記載があり、結果器具が重

複している。

洗面カウンター取付部補強の見積落ち ・�洗面カウンターが設備工事であるとき、取付部の建築

の補強について見落とした

天 井 関 連

システム天井の設備プレート見積落ち、もしくは

重複

・建築図、設備図ともに記載がない

・�建築図には記載がなく、設備図には「建築工事」との

記載されている

・建築図、設備図双方に記載がある

照明器具吊材の見積落ち ・�建築図には特に記載がなく、設備図には「建築工事」と

の記載されている

天井点検口数量の不足 ・設備としての必要数量が建築図に反映されていない�

・天井伏図が存在しない場合がある

電 気 錠

制御盤の見積落ち ・�建築図には「制御盤は電気工事」との記載があるが、設

備図には制御盤の記載がない

・�設備図には「建築工事」とあり、建築図には記載がな

い

・�建築図には「『盤』関係は設備工事」と記載される一方、

設備図には「『鍵』関係は建築工事」と記載され、解釈

に食い違いが出ている

非接触キーの見積落ち ・�設備図では「建築工事」と記載されているが、建築図

には一般の錠の表記しかない

シ ャ ッ タ ー
スイッチ等２次側電気配線用の配管見積落ち ・設備図に記載がない

防火シャッター用電源の見積落ち ・設備図に記載がない

消 火 器

消火器本体の重複 ・建築図、設備図双方に記載がある

消火器ボックスの見積落ち ・�建築図、設備図ともに記載がない、もしくはお互いに「設

備工事」、「建築工事」とそれぞれの工事範疇外である

かのような記載がされている

建 具

ガラリの見積落ち ・�設備図には「建築工事」としたうえで必要面積のみ記

載されているが、建具図にはガラリがない

・FDや接続枠の工事区分が明確になっていない

31ｍ以上の建物における自然排煙開放装置の制御

および動作確認信号配線の見積落ち

・設備図に記載がない

ス リ ー ブ・

開 口・ 基 礎

RC・ALC壁のダクト用開口の見積落ち ・�建築図において、外壁部分は立面図等で記載がされて

いるが、内部間仕切壁の開口は記載がない

設備器具にともなう天井・壁開口の見積落ち ・�天井伏図が存在しない、もしくはあっても設備機器の

記載がなされていない

第5章 建築・設備間の取り合い
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項　　　目 ト　ラ　ブ　ル　事　例 原　　　　　　　因

ス リ ー ブ・

開 口・ 基 礎

スリーブ補強数量の不足 ・�構造図に設備用スリーブの記載がない場合、想定とな

るが、梁下を通せるかどうかが積算時には判断できず、

大きさや数量の差が発生する

設備基礎の見積落ち ・�建築図と設備図間に食い違いがある

・建築図に基礎の記載がない

外 構

設備配管敷設にともなう残土処分の費用落ち ・場内敷き均しで見ていた

外灯や電柱の移設について見積落ち ・�建築図では「設備工事」と記載されているが、設備図

には記載がない

設備基礎や既設撤去・復旧費・アスファルト復旧

費の見積落ち

・外構図に設備改修の記載がない

オイルタンク躯体の見積落ち ・�設備図では「建築工事」とあり、建築図には何も記載

がない

そ の 他

テーブルリフト、ドッグレベラーの見積落ち ・�建築図には「設備工事」とあり、設備図には記載がな

い

換気用外部大型フードの見積落ち ・�建築図には「設備工事」とあり、設備図には記載がな

い

駐車管制設備の重複 ・�建築図、設備図双方に記載がある

ゴミドラムの見積落ち ・�担当者間に確認不足がみられる

ジャグジー排水口の見積落ち ・�設備図では「建築工事」とあり、建築図には何も記載

がない

電動ブラインド・ロールスクリーンの２次側配線

工事、スイッチ用配管・電源の渡り配管見積落ち

・設備図に記載がない

機器メンテナンス用キャットウォーク等の見積落

ち

・建築図に記載がない

太陽光発電パネルの架台見積落ち ・�建築図には「設備工事」とあり、設備図には記載がな

い

建築工事の排煙関係（防火戸等）からの警報盤へ

の窓表示の見積落ち

・設備図に記載がない

上記の表を見ると、各トラブルの要因の大半は、建築図・設備図双方における記載漏れもしくは
重複、不整合となっています。
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第5章 建築・設備間の取り合い

　
建築と設備とでお互いに図面のチェックをすることで、前項にて例示したようなトラブルも回避

することができます。ここでは、取り合い上よく問題になる事項に対し、設備図上でのチェックポ
イントを説明します。

①　雨水排水

雨水排水が設備工事である場合には、給排水衛生設備図における配置図および平面図に表現され
ています。図中では、他の配管と一緒に表現されていますので、特記仕様書他図中の凡例をよく見て、
雨水配管が表現されているかを見る必要があります。

②　衛生器具

衛生器具については、給排水衛生設備図における衛生器具リストにその内容が表現されています。
ただし、なかには器具名が明記されておらず、参考品番でのみ表現されている場合があるので、そ
の場合はカタログ等で参考品番が示す物をきちんと確認する必要があります。また、リスト中に建
築工事とするものについてその旨が表現されているものもありますので、それが建築図と合致して
いるかどうかも確認します。
 

2 取り合いに関わる図面
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③　天井関連

天井伏せなど、特に開口補強に関わる物については、照明器具は電気設備図における器具姿図お
よび電灯設備平面図に、空調制気口は空調設備図におけるダクト平面図に表現されています。放送
用の天埋スピーカーは、放送設備平面図を参照します。

それぞれ位置・数量・大きさは別々の箇所に表現されていますので、図面を見ながら確認する必
要があります。
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第5章 建築・設備間の取り合い

④　電気錠

電気錠については、電気設備図における入出退管理設備図、もしくはインターホン設備図に表現
されている場合があります。建築工事とするものについては図中にその旨が表現されていますので、
それが建築図と合致しているかを確認します。

⑤　シャッター

シャッターへの配線は、電気設備図における幹線動力設備図もしくは電灯コンセント図に表現さ
れています。他の設備への配線と同じように表現されているため、回路番号と盤リストを照らし合
わせてシャッターへの電源送りであるかを確認します。

⑥　消火器

消火器が設備工事である場合には、給排水衛生設備図における器具リストおよび消火設備平面図
もしくは給排水衛生設備平面図に表現されています。
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⑦　ガラリ

ガラリが設備工事である場合には、空調設備図におけるダクト平面図に表現されています。図中
の制気口リストに記載があるかを確認します。

⑧　スリーブ・開口・基礎

スリーブや躯体開口、機器基礎については、各設備の平面図や機器リストを総合的に見る必要が
あります。スリーブや開口の確認をする際、図面上は同じ単線で表現されていても実際のサイズは
さまざまなので、注意する必要があります。
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第6章 コ ス ト デ ー タ

　
設備工事のコストを見る場合、建物用途が大きく影響します。
ここで、各種建物用途における仮設工事・建築工事・設備工事の割合をグラフ化すると次のよう

になります。

1 用途別科目単価のウエイト傾向

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

事務所ビル

病院

分譲マンション

ショッピングセンター

工場

倉庫 12

10

10

13

10

10 3060

3555

2067

2763

2466

1177

仮設 建築 設備
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建物規模（階数・面積）によっては、消防法・建築基準法に従って特殊な設備が必要となり、設
備コストを押し上げる要因となります。

ここで、同じ用途で規模（階数）の違う 2 つの建物を想定し、特殊設備のコストに対する影響を
比較してみましょう。

（想定建物）
　用　　途：事務所
　ケース①：階数　地上  ６階建て（高さ 19 ｍ）、耐火建築物
　ケース②：階数　地上 1 １階建て（高さ 35 ｍ）、耐火建築物

①　電気設備コスト

　�　2 つの物件を比べた場合、規模（階数）が大きくなると、法的に必要となる電気設備が次のよ
うに増加します。

　　発 電 機 設 備……�スプリンクラー・機械排煙・非常用 EV 等非常電源設置が義務付けられた
設備の追加により必要

　　避 　 雷 　 針……�建物高さ 20 ｍを超える建物で必要
　　非常コンセント……建物階数 11 階以上に設置

　※面積当りの単価比較
　�　6 階建て耐火建築物における電気設備全体の㎡単価を 100 とした場合、11 階建てでは、

117 ほどになります。

 

2 建物規模にともなう設備特殊要因および金額ウエイト傾向

１１階建て
（高さ３５m）

６階建て
（高さ１９m）

0 20 40 60 80 100 120

非常コンセント

避雷針
発電機・非常電源

防災設備
弱電設備電灯コンセント幹線動力受変電
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第6章 コストデータ

②　空調衛生設備コスト

　�　同様に 2 つの物件を比べた場合、規模（階数）が大きくなると法的に必要となる空調衛生設備
が次のように増加します。

　　スプリンクラー設備……11 階以上の階に必要
　　連 結 送 水 管……地階を除く階が 7 階以上で必要
　　排 煙 設 備……�高さが 31m を超える事で非常用 EV が設置されることにより、その附

室に必要

　※面積当りの単価比較
　　�　6 階建て耐火建築物における空調衛生設備全体の㎡単価を 100 とした場合、11 階建てでは、

120 となります。
 

　　（第 6 章の各グラフの資料出所：積算専門委員会所属会社 9 社の平均値）　　　　　

0 20 40 60 80 100 120 140

排煙

換気
空調

消火
衛生器具

給湯
排水

給水

１１階建て
（高さ３５m）

６階建て
（高さ１９m）
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編 集 後 記

　（社）建築業協会関西支部積算専門委員会では、平成 20 年 6 月に建築担当者が設備見積
を理解するための第 1 ステップとして『建築屋さんのための設備入門』を発刊しました。
　この入門書で、設備工事の概要を理解された方への第 2 ステップとして、「設備工事の
積算」が、どのような手順でどのように算出されているのか、おおまかに理解できる解説
書を作成しようと、積算専門委員会の担当委員 3 名に加え、会員会社の設備見積担当者 3
名のメンバーで『設備積算解説書作成ワーキンググループ』を立ち上げ、平成 20 年 6 月
に活動を開始しました。
　設備担当者でも理解しにくい設備工事の積算を、設備担当者以外の技術者でもわかるよ
うな解説書にするために、1 年半にわたり限りある時間の中で、幾度も討議を重ねてきま
した。建設業からベテランの技術者が減少していく中、若手技術者の人材育成に少しでも
寄与できれば、この編集作業に携わった委員にとって、何事にも代えられない喜びを感じ
ることと思います。
　この『建築屋さんのための設備積算入門』は、設備工事を電気設備・給排水設備・空調
設備の 3 つの構成とし、なかでも馴染みの深い電灯コンセント設備・給水設備・ダクト設
備を例に挙げ、わかりやすく解説しています。建築担当者のみならず、設備の若手担当者
にも、設備積算入門書として今後の業務に役に立てていただければ幸いです。

積算専門委員会	 委 員 長　　北　野　正　美（清 水 建 設  株式会社）
	 副委員長　　野　佐　秀　雄（株式会社  錢　高　組）
	 委　　員　◎中　西　啓　悦（株式会社  淺　沼　組）
	 　　　　　◎酒　元　健　市（株式会社  大　林　組）
	 　　　　　　原　田　耕　一（株式会社  奥　村　組）
	 　　　　　　前　田　義　輝（鹿 島 建 設  株式会社）
	 　　　　　◎川　口　昭　則（株式会社  鴻　池　組）
	 　　　　　　辻　本　和　夫（大 成 建 設   株式会社）
	 　　　　　　中　村　和　治（株式会社  竹中工務店）
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎は担当委員

編集ワーキンググループ委員	 　　　　　　堀　口　要　司（株式会社  淺　沼　組）
	 　　　　　　林　　　修　司（株式会社  大　林　組）
	 　　　　　　世　古　哲　紀（株式会社  鴻　池　組）

　　　　写真提供（五十音順・敬称略）
　　　　　イノック㈱・パナソニック電工㈱・三菱樹脂㈱
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